
論

説第

二
臨
調

・
「
行

政
改

革
」

と
国
家

財
政

⑤

ー
i
「戦
後
税
制
」

の
総
決
算
1

小

林

晃

中
曽
根
内
閣
下

の

一
九

八
七
年
度
税
制
改
正

(前
稿
参
照
)
を
、
「
戦
後
税
制

の
総
決
算
」

と
し
て
の
税
制

「
抜
本
改
革
」

の
第

一
ラ
ウ

ン
ド
と
す
れ
ぽ
、
竹
下
内
閣
下

の
八
八
年
度
税
制
改
正
は
、
そ

の
第
ニ
ラ
ゥ

ン
ド
と
み
な
し
て
よ

い
。

と

い
う

の
は
、
竹
下
内
閣
下

の
税
制

「
抜
本
改
革
」
案

は
、
中
曽
根
内
閣
下

の
そ
れ
と
基
本
的
性
格

に
お
い
て
ま

っ
た
く
変
わ
り
な
く
、

ま
た
肇

と
な

っ
た
旧

「
売
上
税
」
を

は
じ

め
中
曽
根
内
閣
が
断
念
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
部
分
を
ほ
と
ん
ど
そ

の
ま
ま
継
承
し

つ
つ
・
戦

後
税
制

の
ほ
ぼ
全
面
に
わ
た
る
大
改
正

(悪
)
を

一
通
り
総
仕
上
げ
し
よ
う
と
す

る
も
の
と

い
っ
て
よ

い
か
ら
で
あ

る
。
そ
こ
で
ま
ず
・

税
制

「
抜
本
改
革
」
第

ニ
ラ
ゥ
ン
ド

の
経
過
を
簡
単
に

フ
ォ
〒

し

つ
つ
、
そ

の
概
要
を
み
て
お
こ
う
。
な
お
、
改
正
案
に
た

い
す
る
批

判
と
提
言
に

つ
い
て
は
、

主
と
し
て
二
な
ら
び

に
三
に
お

い
て
後
述
す
る
。
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政
府
税
制
調
査
会

・
「
素
案
」
な
ら
び
に

「
答
申
」
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第1表 所 得税 の税率構 造

現 行 改 正 案 例

適用課税所得 税 率 課税所得 税 率

鎌

額

の

金

下

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

の

以

超

円

円

万

万

50

00

00

00

00

00

00

00

00

00

00

00

1

2

3

5

6

8

0

2

5

0

0

0

,

,

,

,

,

,

¶
1

1
1

1
∴

0
9

F
D

5

10.5%

12%

16%

20

25%

30%

35%

40

45%

54

55%

so/

額金の下以円万oo1

〃

〃

〃

oo

oo

FD

ワ
馴

oo⑩1

額金

〃

の超円万

oo

oo

謁

β

■
⊥

-
よ

%

%

%

%

%

%

10

15

20

30

40

50

(注)上 記の改正案例は政府税調答申による。

第2表 住民 税(所 得 割)の 税率 構造

現行(市 町村民税) 改 正 案 例

適用課税所得 税 率 適用課税所得 税 率

額金の下

〃

以円万60

301

11

〃

00

50

つ
り

4
凸

額金

〃

〃

の超円万

oo

oo

oo

9

(U

O

り
創

9
臼

%

%

%

%

3

門0

7

Ω
∪

%

%

%

(
U

ー
ム

リ
臼

で
⊥

噂
⊥

-
よ

額金の下以円万70

〃501

額金

〃

の超円万

oo

oo

ドD

5

%

%

3

4

%

%

ハ
0

1
↓
1

現行(道 府県民税)

130万 円以下 の金額

130万 円超 の金 額

300〃

%

%

%

ワ
一

〇
」

・4

同 左

(注)税 率は標準税率。
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第3表 税制改革 ・第2ラ ウン ドの骨子(政 府税調)

住

民

税

所

得

税

売
却
益

株

式

相

続

税

間

接

税

法

人

税

○所得税率10.5～60%12段 階→10%～50%
,6段 階

O住 民税率5%～16%,7段 階→5%～15% ,4段 階
○課税最低限 引き上げる

●医師課税の特例 事業税の非課税などを見直す

●みなし法人課税 あり方を引き続き検討する

●現行の原則非課税を原則課税に改める

O有 価証券取引税 引き下げる

○課税最低限1.5倍 ～2倍 てい ど引き上げる

0最 高税率75%→70%

○配偶者の非課税枠 遺産額の1/2→ 法定柑続分

O配 偶者の非課税保障額1 .5倍～2倍 てい ど引き上げ る

0200m2ま での宅地 評価の減額率を拡大する

●節税目的の養子縁組,借 金での不動産取得 対応策を講ずる

O贈 与税 相続税に合わせて見直す

●多段階の新型間接税(以 下の二類型の うち付加価値税)を 導入する

…鰍 慧　羅 撫
O酒 税 ウィスキーの級別廃止など大幅に見直す

O既 存の間接税 廃止を含め見直す

O基 本税率42%→37.5%

O中 小法人の税率30%→28%

●配当軽課 段階的に廃止す る

●受取配当20%ま で利益に算入す る

O少 額減価償却資産 限度額10万 円を引き上げ る

●外国税額控除 本来の趣旨に沿って見直す

●借金での土地取得 利子の経費扱いを今後5年 間認めない

■公益法人 実態に即して課税のあ り方を倹討する

(注){1)Oは 減税,● は増税。上表 の住民税率は,市 町村 民税 と県民税の合計である
。株式売却益

の課税方法は,源 泉分離選択課税。(2)

(出所)朝 日新聞,1988.3.26
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「
戦

後
税

制

の
総
決

算
」

の
第

一
ラ
ゥ

ソ
ド

と
し

て

の
税
制

「
抜

本
改
革
」

と
し

て
、

中
的
口
根
内
閣

は
、

売

上
税
廃

案

後

の
第

一
〇

九

臨

時
国
会

(八
七

・
九

・
一
九
)
に
お

い
て
、

所
得

減
税

の

一
定

額

の
上
積

み

(ミ

ニ
減
税
)
と

ひ
き

か
え

に
、

マ
ル
優

の
原
則

廃

止
と
所

得

・
住

民
税

の
大
改

悪

を
野
党

と
国

民

の
強

い
反
対

を

押

し
切

っ
て
強

行

可
決

し
た

こ
と

は
す

で

に
述

べ

た
と

お
り

で
あ

る

(前
稿
㈲
)
。

こ
う
し

て
・

「
戦

後

税
制

の
総
決

算
」

と

し

て

の
税
制

「
抜

本
改

革
」

(そ

の
第
ニ
ラ
ウ
ソ
ド
)

は
、

主
要

な
柱

と

し
て

は
、
最

大

の
眼

目

と
も

い
う

べ
き
売

上
税

に
か
わ

る
大
型

間
接

税

の
導

入
と
先
送

り

に
終

わ

っ
た

法

人
税

改

正

な

ら

び

に
所

得

.
住
民

税
改

正

(悪
)

の
再

仕
上

げ
等

を
残

す

の
み
と
な

っ
た
。

そ

し

て
こ
れ

は
、

中

曽
根

内

閣
を
引

継

い
だ
竹

下
内

閣
が

当
面

す

る
最

大

の
政

治
課
題

の

一
つ
と
な

っ
た
。

竹
下

内
閣
下

の
政
府

税
調

は
、

一
連

の
経

過

を

へ
て
八

八
年

三

月

二
五

日

に

「
税

制
改
革

に

つ
い
て

の
素

案
」

を
、

さ
ら

に
同

四
月

二

八

日

に

「
中
間
答

申
」

(そ

の
後
六
月

一
六
日
に
税
調
は
、
こ
れ
を
最
終
答
申
と
す
る
と
表
明
)
を
決
定

し
た
。

そ

の
内

容

は
、

新

大
型

間
接
税

の
導

入
を
柱

と
し

て
、

中
曽
根

内
閣

下

で
実
現

不
可
能

に
終

わ

っ
た

「
抜

本
改

正
」

案

を

ほ
ぼ

一
〇
〇

%
踏
襲

す

る
も

の
と
な

っ
て

い
る

(第
1
～
3
表
参
照
)
。

ω

新
大
型
間
接
税

の
導
入

国
民

の
多
く
が

今

な

お
強

く
反

対

の
意
思

表
示

を

し

て

い
る

に
も

か

か
わ
ら
ず

(た
と
え
ば

「朝
日
」
の
世
論
調
査
で
は
約
六
〇
%
が
反
対
、-

一
九
八
八

.
六

・
二
六
)、

大

型
間
接

税

の
導

入

は
す

で

に
既
定

の
事

実

と

し
て
、

そ

の
導

入

の
是
非

で

は
な
く
、

そ

の
型

の
選
択

の
問
題

に
国
民

世
論

を
誘

導

し
よ
う

と
す

る
答

申

と
な

っ
て

い
る
。

「
素

案
」

は
、

こ
れ

に
先
だ

ち
大
蔵

省

な
ら
び

に
税

調
が

検

討
対
象

と

し

て

い
た
七
類
型

の
な

か

か
ら
、

二
類
型

三
方

式
を

う

ち
だ

し

た
。

す

な
わ

ち
、

第

一
が

、

仕

入
れ
な

ど

の
経
費

に
上
乗

せ
さ
れ

た
税
額

を
控

除
す

る

「
累
積

排
除
方

式
」

の
付

加
価
値

税

(う
ち
、
1
、

伝
票

・
税
額
票
方
式
n
E
C
型
と
・

H
、
帳
簿
方
式
U

一
般
消
費
税
型
)
で
、

こ
の
仕
組

み

は
第

1
図

な

ら
び

に
注
解

の
③
、

④

に

み
ら

れ

る
と
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難口㎜
一カ一メ料材原

卜⑩刈咽50

一
姻
円

の

5
融
匿

描

一カ一メ品成完

ト』刈昭70

胴3f者業売卸
㈲売のみ込㈱円40絡茄刈咽80

者業売小

響編
50ゆ

ー

ー　曾
纏饗

う

ち

の
第

一

(
一
類
型
二
方
式
)

に
し
ぼ

っ
て
答
申

し

た
。

の

一
類
型

二
方

式

の
新

間
接
税

の
う

ち
、

「
伝

票
方

式
」

と

は
先

に
廃

案

と
な

っ
.

閣
下

の

「
一
般
消
費
税
」

の
焼
直
し
で
あ

る
。
両
者

い
ず
れ
も
、
原
則
と
し
て
す

の
各
段
階

に
課
税
さ
れ
る
文
字
ど
お
り

の
大
型
間
接
税

(付
加
価
値
税
)
で
あ
り
、

し
て
の
勤
労
国
民

か
租
税
転
稼
力

の
弱

い
中
小
零
細
業
者

と
な
る
。

者

(方
式
)

の
主
要
な
違

い
は
、

納
税
額
を
仕
入
先
か
ら
受
け
取
り
、

売
上
先

に

帳
簿
L
だ
け
で
計
算

し
確
認
す
る
か
、

納
税
額
計
算
上
の
技
術
的
差
異
l
l

た
だ

-両 賛 爵 誘 第・図 付加価値税く鱗 勇難 講 税型)〉
の仕組み

送

る

「
伝
票
」

で
確
認
す
る
か
、
そ
れ
と
も
自
分

後
者
は
前
者

に
比
べ
て
総
所
得
を
課
税
当
局

に
正

た

「
売

上
税

」

の
、

ま

た

「
帳
簿

方
式
し

と

は
大

べ

て
の
商

品

・
サ
ー
ビ

ス
に
た

い
し
て
、

し

か
も

し
た
が

っ
て
税

の
最
終

負
担

者

は
大
部

分
が

消
費

税

務

署

円

円

25

十

10

十

5円

十

10円

50円
合計税額

5%。 課 税前 の弓 原 材料 メー カー500円,

メー カー-700FJ,者800円,小 売業 者1,000

円 と した場 合。

犠響灘酬
納 税額 冨(売 上 高 一み なし仕入れ額)× 税率

=(売 上 高 一売上 高 ×80%)×596

=売 上高 ×20%×5%

=売 上高 ×196

お
り
で
あ
る
。
な

お
、

こ
れ

に
は
売

上
税

の
際

と

同
様

に
、
「
中
小
事
業

者

の
事
務
負
担

に
配
慮

し
、
課
税
売

上
高
が

一
定
規
模
以
下
」

に
つ
い
て

は
、

特

例

と

し
て

「
簡
易
課
税
度
」

を

適

用

す
る
と
さ
れ

て
い
る

(第
4

表
参
照
)
。
第
二
が
課
税

の
累
積
を
排

除

せ
ず

に
取

引

ご

と

に
課
税

す

る

「
累
積
方
式
」

の
取
引
高
税

(注
解
の

①
を
参
照
)、

と

い
う

の
が
そ
れ
で
あ

る
。
そ
し
て
そ

の
後

「
答
申
」
で
は
、
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確

に
把
握
さ
れ
に
く

い
ー

に
す
ぎ

な

い
。

(注
)

①
取
引
高
税

事
業
者

の
売
上
高
に
、
定
め
ら
れ
た
税
率
を
か
け
た
も
の
が
納
税
額
と
な
る
。

メ
ー
ヵ
ー
も
卸

・
小
売
り

の
流
通
業
者
も

サ
ー
ビ

ス
産
業
も
、
す
べ

て
の
事
業
者
が
納
税
義
務
者
と
な
る
。
課
税
す
る
取
引
段
階
を
小
売
り
な
ど
に
限
定
し
な

い
こ
と
か
ら
、
多
段
階
課
税
と
呼
ば
れ
る
。

わ
が
国
で
の
全
事
業
者
の
売
上
高

は
、
合
計
す
る
と
年
間

一
千
兆
ー

一
千
二
百
兆
円
に
な
る
と

い
わ
れ

て
い
る
。
税
率
が
○

・
五
%
の
低
率
で
も
税

収
は
五
ー
六
兆
円
。
廃
案
に
な

っ
た
売
上
税

(税
率
五
%
)
並
み
の
規
模
に
な
る
。

し
か
し
、
事
業
者
が
納
税
し
て
も
負
担
は
せ
ず
、
税
金
分
を
商
品
や
サ
ー
ビ

ス
の
価
格
に
上
乗
せ
し
て
い
き
、
値
上
が
り

に
よ
り
最
後
に
は
消
費
者

が
税
金
を
負
担
す
る
の
が
原
則
で
あ
る
。
全
事
業
者
に
か
か
る
取
引
高
税
は
、
メ
ー
カ
ー
↓
卸
↓
小
売
り
と
商
品
が
事
業
者

の
手
を
渡
る
た
び
に
、
仕

入
れ
値
に
含
ま
れ
る
税
金

に
、
ま
た
税
金
が
上
乗
ぜ
さ
れ
て

い
き
、
税
金
が
累
積
す
る
。

②
付
加
価
値
税

(
イ
ソ
ボ
イ
ス
方
式
)

事
業
者
が
自
分
の
売
上
高
に
定
め
ら
れ
た
税
率
を
か
け
る
と
こ
ろ
ま
で
は
取
引
高
税
と
同
じ
だ
が
、
こ
の
金
額
が
納
税
額

に
な
る
わ
け
で
は
な
い
。

仕
入
れ
や
設
備
投
資
、
販
売
促
進
費
な
ど
、
経
費
に
上
乗
せ
さ
れ
て
い
る
税
金
を
、
こ
の
金
額
か
ら
差
し
引
い
て
納
税
す
る
。

自
分

の
手
元

へ
来
る
ま
で
に
納
め
ら
れ
た
税
金
分
は
除
く

の
だ
か
ら
、
税
金
が
累
積
し
て
い
く
の
は
避
け
ら
れ
、
理
屈

の
う
え
で
は
、
商
品
の
小
売

値
は
課
税
前
よ
り
税
率
だ
け
値
上
が
り
す
る
こ
と
に
な
る
。

仕
入
れ
な
ど

に
含
ま
れ
る
税
額
が

い
く
ら
か
を
示
す

「
イ
ソ
ボ
イ
ス
」
と
呼
ば
れ
る
伝
票
を
取
引

の
つ
ど
相
手
先
の
事
業
者
に
渡
し
て
、
取
引
が
あ

っ
た
こ
と
を
確
認
す
る
。
伝
票
を
た
め
て
お
き
、
納
税
額
を
計
算
す

る
時
に
、
伝
票

の
税
額
を
合
計
す
れ
ば
、
仕
入
れ
な
ど

に
含
ま
れ
て
い
た
税
金
が

わ
か
る
仕
組
み
に
な

っ
て
い
る
。

③
付
加
価
値
税

(伝
票
方
式
)ー

「
売
上
税
」

廃
案
に
な

っ
た
売
上
税
も
付
加
価
値
税

の

一
種
で
あ
る
。
基
本
的
な
仕
組
み
は
イ
ソ
ボ
イ
ス
方
式
と
変
わ
ら
な
い
。

違
う

の
は
、
商
品
に
上
乗
せ
し
て
あ
る
税
額
を
記

入
し
た
イ

ン
ボ
イ
ス

(納
品
書
)

の
渡
し
方
だ
け
で
あ

る
。
イ
ソ
ボ
イ
ス
方
式
は
取
引
を
行
う
た

び
に
販
売
先

へ
渡
す

の
が
原
則
な
の
に
対
し
、
売
上
税
で
は
最
低
三
ヵ
月
に

一
度
出
せ
ぽ
、
取
引
ご
と
で
な
く
て
も
よ
い
こ
と
に
な

っ
て
い
た
。
わ
が



国
で
は
伝
票
を
毎
回
出
す
取
引
慣
行
が
ま
だ
行
き
渡

っ
て
い
な

い
と
の
指
摘
が
あ

っ
た
こ
と
か
ら
、
ま
と
め
て
発
行
す
る
こ
と
を
認
め
た
。

イ
ソ
ポ
イ
ス
の
名
前
も

「税
額
票
」
と
し
、
納
品
書

や
請
求
書
な
ど
現
在
使

っ
て
い
る
伝
票
に
、
取
引

の
内
容
や
税
額
を
書
き
入
れ
る
こ
と
に
な

っ

て
い
る
。

④
付
加
価
値
税

(帳
簿
方
式
)1

二

般
消
費
税
」
お
よ
び

「消
費
税
」

大
平
内
閣
が
昭
和
五
四
年

に
導
入
を
目
指
し
た

一
般
消
費
税
も
付
加
価
値
税

の

一
種
だ
が
、
イ
ソ
ボ
イ
ス
方
式
や
売
上
税
と
は
少
し
異
な
る
。

仕
入
れ
な
ど
の
経
費
に
含
ま
れ
て
い
る
税
額
を
確
認
す
る
た
め
に
、
イ
ソ
ボ
イ
ス
方
式
や
売
上
税
で
は
、
上
乗
せ
し
て
あ
る
税
額
を
記
入
し
た
イ
ソ

ボ
イ

ス

(納
品
書
)
や
税
額
票
を
、
販
売
先

へ
渡
す
こ
と
が
義
務
づ
け
ら
れ
て
い
る
。

一
般
消
費
税
は
こ
う
し
た
伝
票
を
必
要
と
し
な
い
。
収
支
を

つ
け
た
帳
簿
を
も
と
に
、
経
費
に
税
率
を
か
け
て
仕
入
れ
な
ど

に
含
ま
れ
る
税
額
を
自

分
で
計
算
す
る
仕
組
み
で
ア
カ
ウ
ソ
ト
方
式
と
も
呼
ば
れ
る
。
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②

所
得
税
、
住
民
税

第

1
、

2
表
な
ら
び

に
第

3
表
に
み
ら
れ
る
と
お
り
、
今
回
も
大
型
間
接
税
と

セ

ッ
ト
で
所
得
税
、
住
昆
税

の

「
減
税
」
が
う
ち
だ
さ

れ
て
い
る
が
、

こ
れ
は
第

一
ラ
ウ

ン
ド
の
改
悪
を

一
層
お
し
進

め
た
も

の
と

い
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

大
型
間
接
税
導

入
の
取
引
材
料
と
し
て
、
低
所
得

へ
の
ミ

ニ
減
税
が
含
ま
れ
て

い
る
が
、
基
本
的

に
は
、
第

一
に
最
高
税
率

の

一
層

の

引
下
げ

(所
得
税
で
五
、
○
○
○
万
円
超
の
六
〇
%
か
ら

一
五
〇
〇
万
円
超
の
五
〇
%

へ
、
住
民
税
で
二
、
○
○
○
万
円
超
の

一
二
%
か
ら
五
〇
〇
万
円

超
の

一
一
%
へ
)
と
、

第
二
に
高
額
所
得

へ
の
累
進
制
適
用

の
完
全
な
骨
抜
き
を
骨
子
と
す
る
減
税
、
す
な
わ
ち
高
額
所
得
者

の
大
幅
減
税

に
ほ
か
な
ら
な

い
か
ら
で
あ
る
。
大
型
間
接
税
と
あ
わ
せ
れ
ぽ
、
大
部
分

の
サ
ラ
リ
ー

マ
ン
に
と

っ
て
差
し
引
き
大
増
税
、
高
額
所
得
者

の
み
大
幅
減
税
と
な

る
こ
と

は
第

17
表

の
試
算
を
み
て
も
明
ら
か
で
あ

る
。

㈲

法

人

税

こ
こ
で
も
、
大
法
人

へ
の
大
幅
減
税
と
不
公
平
課
税

の

一
層

の
拡
大
を
推
進
す
る
改
悪
と
な

っ
て
お
り
、
税
率
構
造

の
改
変
な
ど
、
中
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曽
根
内
閣
下

の

「
抜
本
改
革
」

の
第

一
ラ
ゥ
ン
ド
で
廃
案
と
な

っ
た
案
が
そ

の
ま
ま
踏
襲
さ
れ
て

い
る
。
す
な
わ
ち
、
配
当
分
に
た

い
す

る
法
人
税
率

の
特
例
は
廃
止
さ
れ

る
も

の
の
、
累
進
制
導

入
を
否
定
し
た
ま
ま
、
基
本
税
率
を
現
行
四
二
%
か
ら
段
階
的

に
三
七

.
五
%

へ
と
大
幅

に
引
下
げ

る

一
方
、

中
小
法
人

の
軽
減
税
率

は
現
行
三
〇
%
か
ら
二
八
%

へ
と
小
幅

に
と
ど
め
、
く
わ
え
て
公
益
法
人
等

の
軽

減
税
率
は
現
行
二
七
%
据
え
置
き
と
さ
れ
て

い
る
か
ら
で
あ
る
。

ω

不

公

平

税

制

大
型
間
接
税
に

つ
い
て
は
、
七
類
型
ま
で
検
討
し
、

そ

の
な
か
か
ら

一
類
型
二
方
式
を
打
ち
だ
す
ほ
ど
詳
細
を
き
わ
め
て
い
る

の
と
ま

っ
た
く
対
照
的

に
、

不
公
平
税
制

の
是
正
に

つ
い
て
は
、
き

わ
め
て
限
定
さ
れ
て
、

し
か
も
具
体
性
に
乏

し
い

「
改
革
」
案
に
と
ど
ま

っ

て
い
る
。

ほ
と
ん
ど
手
を
加
え

て

い
な

い
と

い

っ
て
も

過

言

で

は
な

い
。
す
な
わ
ち
、
第

3
表
に
み
ら
れ
る
と
お
り
、
配
当
軽
課
税
率

(法
人
所
得
の
う
ち
配
当
に
ま
わ
す
部
分

へ
の
特
例
)
の
段
階
的
廃
止
、
受
取
配
当

の
益
金

不
算
入

(株
式
の
機
関
保
有
者
と
し
て
他
企
業
か
ら
受
け

取
る
配
当
益
金
を
非
課
税
と
す
る
特
例
)
割

合
を
八
〇
%
ま
で
段
階
的

に
縮
減
す
る
、
賞
与
引
当
金
等

の
引
当
金

(過
大
な
損
金
扱
い
)
の
見
直

し
、
外
国
税
額
控
除
制
度

の
見
直
し
、

医
師
課
税

の
特
例

の

一
部
見
直
し
、
等
等
が
挙
げ
ら
れ
て

い
る
に
す
ぎ
な

い
か
ら
で
あ

る
。

と
り
わ
け
、

不
公
平
税
制

の
象
徴
的
な

一
例
を
な
す

キ

ャ
ピ

タ
ル

・
ゲ
イ
ソ

(有
価
証
券
売
却
益
)
に

つ
い
て
は
、
国
民
世
論
で
も
強

い

批
判

の
的

に
な

っ
て

い
る
に
も

か
か
わ
ら
ず
、
現
行

の

「
原
則
非
課
税
を
原
則
課
税

に
改

め
る
」
と
し
た
も

の
の
、
納
税
者
番
号
制
度
が

な
く
売
却
益
を
正
確

に
把
握

で
き
な

い
と

い
う
理
由
の
も

と
に

「
当
面

の
措
置
」
と
し
て

「
源
泉

分
離
選
択
課
税
」

を
提
案
す
る
に
と
ど

め
て

い
る
。
売
却
益

の
把
握
は
、

納
税
者
番

号
制
度
と
銀
行
、
証
券
会
社

に
ょ
る
取
引

の
報
告
義
務
制
を
導
入
す
れ
ば
容
易
に
可
能
で
あ

る
に
も
か
か
わ
ら
ず
で
あ
る
。

こ
の

「
当
面

の
措
置
」
だ
と
、

か
り
に
申
告
さ
れ
て
も

(従
来
ほ
と
ん
ど
申
告
な
し
)
、
総
合
課
税
さ
れ
ず

に

低
率

の
分
離
課
税

で
済
ま
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
、
実
質
は
原
則
非
課
税

の
温
存

に
等

し

い
と

い
っ
て
も
過
言
で
は
な

い
。

し
か
も

「
そ
の

際
、

有
価
証
券
取
引
税

の
水
準

に
つ
い
て
も
併
せ
て
検
討
を
行
う
」
と
し
て
、

そ

の
現
行
税
率

の
引
下
げ

(売
却
益
課
税
と
の
相
殺
)
す
ら



に
お
わ

せ
て

い
る
。

ま
た
、
も
う

一
つ
の
象
徴
的

一
例
を
な
す
土
地
税
制

の
不
公
平
是
正
に

つ
い
て
も
、
地
価
狂
騰
と
投
機
的
暴
利

(た
と
え
ば
国
税
庁
八
八

年
五
月
二
日
発
表
の

「長
者
番
付
」
を
参
照
)
が
明
ら
か
に
な

っ
て
い
る
に
も

か
か
わ
ら
ず
、
個
人
も
し
く
は
法
人

の
大
規
模
な
土
地

に
た

い

す

る

土

地
譲

渡

所

得
税

や
土
地
保
有
税

に
つ
い
て
言
及

せ
ず
、
わ
ず
か

に
法
人
が
借
入
金

で
土
地
を
取
得
し
た
場
合

の
借
入
金
利
子

の

「
損
金
算

入
を
制
限
す
る

(五
年
間
認
め
な
い
)
措
置
を
講
ず

る
」
と
し
て
い
る

に
す
ぎ
な

い
。
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⇔

自
民
党
税
制
調
査
会

・
「
税
制
抜
本
改
正
大
綱
」
な
ら
び
に
政
府

・
抜
本
税
制
改
正
六
法
案

自
民
税
調

「
大
綱
」
は
八
八
年
六
月

一
四
日
に
決
定
さ
れ
た
が
、
そ

の
内
容
は
、
前
節

の
政
府
税
調

「
答
申
」
を

ほ
ぼ
そ
の
ま
ま
踏
襲

す
る
も

の
と
な

っ
て
い
る
。

「
大
綱
」

で
新
た
に
加
え
ら
れ
た
の
は
、

政
府
税
調
が
具
体
的
な
詰
め
を
自
民
税
調

に
委
ね
た
部
分
と
そ

の

他
ご
く

一
部

の
手
直

し
の
み
で
あ

る
。

そ

の
後
政
府

は
、
政
府
税
調
な
ら
び

に
自
民
税
調

の
両
答
申
を
う
け

て
、
税
制

「
抜
本
改
革
」
関
連

六
法
案
を
閣
議
決
定

(八
八

・
七

・

二
九
)
し
た
。
す
な
わ
ち
、

e
税
制
改
革

の

「
基
本
理
念
」
と
改
革

の
全
体
豫
を
示
し
た
基
本
法
と
し
て
の

「
税
制
改
革
法
案
」
、

O

「
消

費
税
」

の
導
入
を
定
め
た

「
消
費
税
法
案
」
、
所
得
税
、
住
民
税
、
法
人
税
、

相
続
税

の

「
減
税
」
な
ど
、

現
行
税
法

の
改
正
を

一
括
し

て
盛
り
込

ん
だ

日

「
所
得
税
等
改
正
案
」

と

四

「
地
方
税
法
改
正
案
」
、
そ
れ
に

「
消
費
税
」
収

入
の
地
方
自
治
体

へ
の
配
分
を
定

め
た

αの

「
消
費
譲
与
税
法
案
」

と

㈹

「
地
方
交
付
税
法
改
正
案
」
が
そ
れ

で
あ

る
。

た
だ
、
税
制
改

正
の
具
体
的
内
容
は
、

ほ
ぼ

一
〇
〇

%
自

民
税
調

「
大
綱
」

の
内
容
を
条
文
化
す
る
も

の
と
な

っ
て

い
る
。

ω

新
大
型
間
接
税

(「消
費
税
」
)

①
類
型
"
上
述

の
政
府
税
調

「
答
申
」

の
付
加
価
値
税
二
方

式
の
う
ち

一
般
消
費
税
型

(帳
簿
方
式
)
を
導
入
。
申
告
納

付

は
決

算

期
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第5表 「消 費税」 と 「売 上税」の 内容

「消 費 税」 「売 上 税」

類型
一般消費税型

(帳簿方式)

EC型

(伝票方式)

税率 3% 5%

免税点 1年 間売上高3,… 万円1同 ・翻

限界控除

簡易課税制度

3,00・ 万s,o・ ・万 円1な し

障 円肝 i・ 億円以下

申告納付 陣 回 3ケ 月に1回

非課税取引 輸出(免 税)

土地

有価証券等

支払手段 ・両替

資金貸付等

公営競技 ・宝 くじ

郵便切手 ・印紙

国際為替等

戸籍等証明手数料

社会保険医療

社会福祉事業の一部

学校教育

(11項 目)

輸出(免 税)

以下等51項 目

飲食料品

土地

社会保険医療

社会福祉事業の一部

鉄道運賃等の一部

学校教育

放送等

文化財 ・古典芸能 ・スポーツの一一

部

証券 ・金融等

国 ・自治体 ・社団等の一部の一部

事業

税収 2兆 円2.9兆 円

(調 整前5兆4,000,円)(調 整 前5兆8,000億 円)
1

1地方財源 5分 の1を 譲与税7分 の1を 譲与税

5分 の4の24%を 交付税7分 の6の20%を 交付税
下
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第2図 限界控除制度

税額 一本 来納 め るべ き税額 ×

売 り上 げ(税 抜 き)-3,000万 円

3

税2

率
%1

0

非
課
税

控除部分

税T

年間売上高 3,000

(免 税 点)

6,000万 円

(注)グ ラフの よ うに,税 率 がだんだんふえてい

く形になる。

第6表 ヨー ロッパ諸国における付

加価値税率

基本税率(%)

導入年1・98・脚 率

 

入

年

導

の

拗

5

30

50

お

0

認

π

50

η

0

蛇

1

22

17.6

13

18

10

16

20
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23,5

20

18
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16.7

io

12

8

16

x.6.4

12

10

11.3
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16

1967

1968

1968

1969
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1972

19?3

1973
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ク

ス

ツ

ダ

ク

一

ド

ア

ス

ソ

一

ア

 

鋤
酌禦

∴
㌫(備考)HJ・ アmン,塩 崎潤訳 「付加価値税」

今 日社 による。

 

に
合
わ

せ
年
二
回
。

八
九
年
四
月
実
施
。

②
名
称

11
消
費
税

③
税
率
目
三
%
、

た
だ
し
年
間
売

上
高
五
億
円
以
下

の
場
合

は
簡
易
課
税
制
選
択

可
能
。

な
お
免
税
点
は
年
間
売

上
高
三
・
○
○
○
万

円
。
ま
た
年
間
三
、
○
○
○
万
円
超
六
、
○
○
○
万
円
未
満

の
小
規
模
事
業
者

に
は
限
界
控
除
を
適
用

(第
2
図
参
照
)
。

④
簡

易
課
税
制
度

簡
易
課
税
制

に
よ
る
納
税
額
計
算
式
は
、

第

4
表
に
み
ら
れ
る
と
お
り
で
あ
る
が
、

「
大
綱
」
な
ら
び

に
法
案

で
は
税
率
三
%
と
な

っ

た
か
ら
、
納
税
額
は
結
局
売
上
高

の
○

・
六
%
と
な
る
。

こ
の
制
度
は

「
中
小
事
業
者

の
納
税
事
務
負
担
軽
減

の
た
め
」
と
さ
れ
て
は
い
る
が
、
し
か
し
、
新
税
上
積
み

に
よ
る
経
費

(仕
入
額
)
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第7表 酒類の税負担額

(標準品s清 酒のカッロ内は、3年間の経過期間中のもの)

級

級

級

類

類

ル

酒

級

級

級

特

1

2

甲

乙

特

1

2

　

モ

く

酒

ち

一

実

キ

う

ス

よ

う

イ

類

清

し

ゆ

ピ

果

ウ

一

現 行

涜
酪
㈹

ノ
f鶴

1,800

1,800

1,SOO

1,800

1,SOO

633

720

7so

720

640

2,730

1,870

i,380

980

1,050

310

1,000

3,170

1,620

×70

税 額
(円)

1,095.55

503.10

194.22

141.48

91,62

151.35

43.48

1,594.55

728.20

189.56

負担率
(/}

40.1

26.9

14.1

14.4

8.7

4$.8

4.3

50.3

×5.0

28.3

改 正 案

小売価格
(円)
税 額
(円)

{2,050)1(413.56)1,9501313.50
(1,750)(382.71)
1,060289.00

(1,440)(252.54)
1,470283.47

1,090127.38

1,120160.06

300{140.64[

1,02063.03

負担率
C%)

(20.2)
16,1

(21.9)
17.4

(17.5)
19.3

22.7

14.3

46.9

6.2

35.7

増 減
(円)

2,4501873.89

1・650755・3045・8i

(-681.99)
-782 .05

--120 .39;

-214 .10

(一ト58.32)
一!一一89 .2

十105.90

十68.44

-一一10
.71

十19.55

-一一720 .66

十27.10

1・1001613・54}55・81+423・98

(備考)大 蔵省試算,1989年4月1日 実施 。

第8表 たば この税 負担額

(20本 入 り,単 位 ・円,カ ッコ内は 負担率 ・%)

小 売 定 価1現 行[改 正 案 陵 減

250円

240円

220円

200円

145.06(58.0)

140.52{5$.6}

131.44(59.7)

122,36(61,2}

・32・32(52・9)1

132.03{55.0)

131.44{59.?)

130.86{65.4)

一12 .74

-8
.49

0.00

十8.50

臨実旧娚蜂鵬覧試省蔵大麹備

増

の
圧
迫
、
過
当
競
争
下
で
の
新

税
分
転
嫁

(値
上
げ
)
の
困
難

性

i

こ
れ

に
た
い
し
て
独
占
資
本

で
は
確
実

に

一
〇
〇

%
転
嫁
l
t

い
っ
た
ん
導
入
を
許

せ
ぽ
税
率

の

あ

い
つ
ぐ
引
上
げ
が
必
至

で
あ
る

こ
と

(第
6
表
参
照
)、
消
費
者
と

い
う
立
場
に
お

い
て
は
簡
易
課
税

選
択
業
者
も
免
税
点
以
下

の
業
者

も
新
税

に
よ
る
生
活
苦
を
強

い
ら

れ
る
こ
と
等
等
を
考
え
れ
ぽ
、
す

べ
て

の
勤
労
国
民
に
と

っ
て
共
通

の
大
悪
税
で
あ

る
こ
と
に
変
わ
り

は
な

い
。

⑤
非
課
税
品
目
u
「
売
上
税
」
の

場

合

(五

一
項
目
)
に
く
ら
べ
て
は

る
か
に
範
囲
が
狭
く

(
=

項
目
)
、

各
種

学
校

の
授

業
料
、

受

験

料



(入
学
金
、
教
科
書
等
は
課
税
)、

社
会

保
険

医
療

に
お
け

る
診
療

報
酬

(医
薬
品
、
同
機
器
は
課
税
)
、

老
人

ホ
ー

ム
な

ど
社
会
福

祉

事
業

の

一

部
、

そ

の
他

で

は
輸

出
、

金
融

(利
子
)、

証
券

、
保

険
、

土

地

と
な

っ
て

い
る
。

⑥

現
行

間
接
税

ー1
原
則

と

し

て
新

税

に
吸
収
、

廃

止

さ
れ

る
が
、

こ
れ

に
伴

っ
て
、
平

均

二
五

%
程
度

の
物

品
税

等
が
課

税

さ
れ

て

い

た
高

級

品

(貴
石
類
、
家
具
、
自
動
車
、
酒
類
、
た
ば
こ
ほ
か
)

の
税

率
が

軒

並

み

に

大

幅

に
下

が

り

(た
と
え
ば
第
7

・
8
表
参
照
)、

こ
の

こ
と

に
よ

っ
て
も

租

税
負
担

の
不
公

平
が

一
段

と
拡

大

す

る
。

⑦

地
方

自
治

体

へ
の
配

分

n
「
消

費

税
」

収

入
額

の
五
分

の

一
を
消

費
譲

与

税
と

し
、

そ

の
う
ち

の

一

一
分

の
六
を
都
道

府
県

へ
、

一

一
分

の
五

を
市

町
村

(特
別
区
含
む
)

に
対

し
て
譲
与

す

る
。

ま
た
、

「
消
費

税
」

(た
だ
し
消
費
譲
与
税
分
を
除
く
)
収

入
額

の

一
〇

〇

分

の

(注

)

二
四
を
地
方
交
付
税
と
し
て
新
た
に
追
加
す
る
。

(以
上
の
全
体
に
つ
い
て
第
5
表
参
照
)。

第二臨調 ・「行政改革」と国家財政 ㈲1Z5

(注
)

こ
の
こ
と
を
規
定
し
た
法
案

の
条
文
は
次
の
と
お
り
で
あ

る
。

〈
消
費
譲
与
税
法
案
〉

こ
の
法
律
は
、
消
費
譲
与
税
の
地
方
公
共
団
体
に
対
す
る
譲
与
に
つ
い
て
必
要
な
事
項
を
定
め
、
地
方
公
共
団
体

の
財
源

の
安
定
的
な
確
保
に
資
す

る
こ
と
を
目
的
と
す
る
こ
と

(
一
条
)。

1

消
費
譲
与
税

消
費
税
の
収
入
額
の
五
分
の

一
に
相
当
す
る
額
を
も

っ
て
消
費
譲
与
税
と
す
る
こ
と

(二
条
)
。

2

都
道
府
県
及
び
市
町
村

へ
の
譲
与

の
割
合

消
費
譲
与
税
は
、
そ
の
十

一
分
の
六
に
相
当
す

る
額
を
都
道
府
県
に
対
し
て
、
そ
の
十

一
分

の
五
に
相
当
す

る
額
を
市
町
村

(特
別
区
を
含
む
)
に

対
し
て
譲
与
す
る
も

の
と
す
る
こ
と

(三
条
)
。

〈
地
方
交
付
税
法
改
正
案
〉

消
費
税

(消
費
譲
与
税

に
係

る
も
の
を
除
く
。
以
下
同
じ
)
を
地
方
交
付
税

の
紺
象
税
目
に
加
え
、
所
得
税
、
法
人
税
及
び
酒
税

の
収

入
額

の
そ
れ

ぞ
れ
百
分
の
三
十
二
並
び
に
消
費
税
の
収
入
額
の
百
分
の
二
十
四
を
も

っ
て
地
方
交
付
税
と
す
る
こ
と
。



第10表 住民税の税率構造

〔表①〕

①市町村民税所得割

現行(1989年 度)

課 税 所 得

～60万 円

130

300

450

'1!

2,000

2,000万 円 ～

税 率

3%

5

7

8

几
U

-
」

う
御

-
⊥

-
よ

■
⊥

②道府県民税所得割

現行(1989年 度)

課税所得

～130万 円

300

300万 円～

〔表②〕

税 率

2%

3

4

基礎控除

配偶者控除

老人控除対象者

{同居特別障害者
扶養控除

老人扶養親族

{
同居特別障害者

同居老親等

寡婦(寡夫)控除

勤労学生控除

障害者控除

特別障害者控除

改正案

課税所得 税率

～120万 円3%

500s

500万 円 ～11

改正案

課税所得 税率

～500万 円2%

500万 円 ～4

現 行

28万 円

8

9

6

8

9

6

3

4

4

4

6

2

2

3

2

2

3

3

2

2

2

2

改 正 案

30万 円

30

35

44

30

35

44

42

26

26

26

28
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第9表 所得税の税率構造

〔表 ① 〕 現

課 税 所 得

～150万 円

200

goo

500

600

soo

1,000

1,200

1,500

行

税 率

10.5%

12

6

0

5

0

5

0

5

1

2

2

3

3

4

4

3,00050

5,00055

5,000万 円 ～60

〔表 ② 〕

基礎控除

配偶者控除

齢馨灘 鋼
扶養控除

灘 鑛 繍 こ係る}
〔表③〕

寡婦(寡夫)控除

勤労学生控除

障害者控除

特別障害者控除

改正案

課税所得 税率

～300万 円10%

600

1,000

20

30

2,00040

2,000万 円 ～50

現 行

33万 円

33

39

33

39

改 正案

35万 円

35

45

35

45

現 行 改 正案

25万 円27万 円

2527

2527

3335
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第11表 相続税の税率構造

〔表①〕

定 額 控 除

法定相続人比例控除

〔表 ② 〕

税 率

10%

15rr

20rr

25〃

30〃

35〃

40〃

45〃

50〃

55〃

60〃

65〃

70〃

75〃

現 行

2,000万 円

400万 円に法定相続人数

を乗じた金額

現 行

200万 円 以 下

500万 円 〃

900万 円 〃

1,500万 円 〃

2,300万 円 〃

3,300万 円 〃

4,800万 円 〃

7,000万 円 〃

1億 円 〃

1億4,000万 円 〃

1億8,000万 円 〃

2億5,000万 円 〃

5億 円 〃

5億 円 超

改 正 案

4,000万 円

800万 円に法定相続人数
を乗じた金額

改 正 案

400万 円 以 下

800万 円 〃

].,400万 円 〃

2,300万 円 〃

3,500万 円 〃

5,000万 円 〃

7,000万 円 〃

1億 円 〃

1億5,000万 円 〃

2億 円 〃

2億5,000万 円 〃

5億 円 〃

5億 円 超

〔表③〕

非課税限度額

最低保障額

現 行

2分 の1相 当額

4,000万 円

改 正 案

法定相続分相当額

8,000万 円

③
相
続
税
は
最
低
四
〇
〇
万
円
以

下

の

一
〇
%
か
ら
最
高
五
億
円
超

の

七
〇

%

へ
、
あ
わ
せ
て
定
額
控
除
、

法
定
相
続
人
比
例
控
除
等

の
引
上
げ

(第
11
表
参
照
)。

②

所
得
税
、
住
民
税
、
相
続
税

①
所
得
税

の
税
率

は
最
低

の
三
〇

〇
万
円
ま
で
の

一
〇
%

か
ら
最
高
二
、

○
○
○
万
円
超

の
五
〇
%

の
五
段
階

へ
。
あ
わ
せ
て
人
的
控
除
等

の
引
上

げ

(第
9
表
参
照
)。

②
住
民
税

(所
得
割
)
は
市

町

村

民
税
が

=

一〇
万
円
ま
で
の
三
%
か

ら
五
〇
〇
万
円
超

の

一
一
%
の
三
段

階

へ
、
県
民
税
が
五
〇
〇
万
円
ま
で

の
二
%
と
同
超

の
四
%
の
二
段
階

へ
。

あ

わ
せ
て
人
的
控
除
等

の
引
上
げ
。

(第
10
表
参
照
)。
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第12表 法人税の税率構造

改 正 案(%)

89年 度lgO年 度
現 行(%)

 

分区

37.5

28

27

 

}
〉
ー
ノ

}

}

40

35

29

26

27

25

42

32

30

24

27

22

普通法人税率

中小法人に対する軽減税率

協同組合等に対する軽減税率

留保分

配当分

留保分

配当分

留保分

配当分

幟

法
人
税

法
人
税

の
改
正
は
、
第

12
表

に
み
ら
れ
る
と
お
り
、
前
に
述

べ
た
政
府
税
調

「
答
申
」
が
そ

の

ま
ま
引
き

つ
が
れ
て

い
る
が
、
新
た
に

つ
け
加
え
ら
れ
た

の
が
、
大
規
模
生
協

(組
合
員
五
〇
万
入
、

売
上
高

一
、
○
○
○
億
円
以
上
)

に
た
い
し
て
、

一
〇
憶
円
超

の
利
益
分
に

つ
い
て
三
〇

%
課
税

の

(注

)

特
例
措
置
を
も
う
げ
た
こ
と
で
あ

る
。
営
利
大
法
人

に
た
い
す
る
課
税

の
強
化
ぬ
き

の
こ
の
措
置

は
、
法
人
課
税
全
体

に
新
た
な

不
公
平
を
む
し
ろ
も

た
ら
す
と

い
わ
ね
ば
な
ら
な

い
。

(注
)

〈租
税
特
別
措
置
の

一
部
改
正
>

1
の

(7
)

協
同
組
合
等

(特
定
の
地
区

ま
た
は
地
域

に
係
る
も

の
に
限
る
)

に
対
す
る
法
人
税
率

(現
行
二
七
%
)
に
つ
い
て
、
物
品
供
給
事
業
に
係
る
収
入
金
額

の
総
収

入
金
額
に
占

め
る
割
合
が
五
〇
%

超
、
組
合
員
数
が
五
十
万
人
以
上
、
か

つ
、
店
舗
に
お
い
て
行
わ
れ
る
物
品
供
給
事
業

に
係
る
収
入
金
額

が

一
千
億
円
以
上
で
あ
る
事
業
年
度
に
あ

っ
て
は
、
所
得
の
う
ち
十
億
円
を
超
え
る
部
分
に
係
る
税
率
を

三
〇
%
と
す
る
措
置
を
講
ず

る

(六
八
条

の
三
)。

㈲

不
公
平
税
制

税

制

「
抜

本
改
革

」

の

「
理
念
」

な

い
し

「
基

本
原

則
」
は
、
「
国
民

の
租
税

に
対
す

る

不
公

平

感

を
払

拭
す

る
」

(「税
制
改
革
法
案
」
)

こ
と

に
あ

る
と

し
て

い
る

に
も

か

か

わ

ら
ず
、

不
公
平

税

制

の
是

正

は
、
内

容

に
お

い
て
も
規

模

に
お

い
て
も

、

ま

っ
た
く
微

々
た

る

に
と
ど

ま

っ
て

い
る

(た
と
え
ば
、

第
14
表
の

「課
税

の
適
正
化
」
に
ょ
る
増
税

一
兆
二
、
○
○
○
億
円
と
、
第
26
表

の
不
公
平
税
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第13表 有価証券取引税

改 正 案

譲渡価額 の0.1296

譲渡価額 の0.30%

改 正 案

譲渡価額 のo,06

譲渡価額 の0.16%

現 行

①株券 等 第一種 譲渡価額の0.18%

第二 種 譲 渡価額の0.50%

(1989年9月30日 まで は0.55%)

②転換社債 券,新 株引受権 付社債券

現 行

第一 種 譲渡 価額 の0.09%

第二種 譲渡価額 の0.26%

(注)第 一種は証券会社を譲渡者とする売買による譲渡。

第二種はその他の譲渡。

制
是
正
試
算
を
対
比
さ
れ
た
い
)。

①
配
当
軽
課
税
率

の
特
例

の
廃
止
。

②
法
人
受
取
配
当

の
益
金
不
算
入
を
、
原
則
と
し
て
、
現
行

の
全
額
益
金
不
算
入
か
ら
八
〇

%

へ
改
正
。

③
外
国
税
額
控
除

に
つ
い
て
、
控
除
対
象
と
な
る
外
国
法
人
税

の
範
囲
を
縮
減
し
、
繰
越
控

除
限
度

(外
国
法
人
税
)
額

の
繰
越
期
間
を
現
行
五
年
か
ら
三
年

に
短
縮
。

④
社
会
保
険
診
療
報
酬
課
税

の
特
例

(概
算
経
費
率
の
特
例
)
は
、
年
間
五
、
○
○
○
万
円
超

の
者

に
は
適
用
し
な

い
。

⑤
法
人
が
土
地
を
取
得
し
た
場
合

の
負
債

(借
入
金
)
利
子

の
損
金
算
入

に

つ
い

て
、
取
得

後
四
年
間
は
損
金
に
算

入
し
な

い

(不
算
入
期
間
終
了
後
、
四
年
間
で
均
等
額
を
損
金
算
入
)
。

⑥

キ
ャ
ピ
タ

ル
ゲ
イ

ン

(有
価
証
券
譲
渡

・
売
却
益
)
課
税

に
つ
い
て
、

売
却
益

の
二
〇

%
の

申
告
分
離
課
税
な

い
し
売
却
額

一
%

(売
却
額
の
五
%
の
み
な
し
利
益
×
二
〇
%
)
の
源
泉
分
離
課

税

の
選
択
と
す
る
。

こ
れ
に
よ

っ
て
原
則
課
税

へ
改

め
ら
れ
は
し
た
も

の
の
、
き
わ
め
て
低
率
で
、

し
か
も
分
離

課
税
で
あ
る
う
え

に
、
有
価
証
券
取
引
税

の
税
率
引
下
げ

(第
13
表
参
照
)
も
あ

っ
て
、
事
実
上

名
目
的
な

「
原
則
課
税
」

に
と
ど
め
ら
れ
た
と

い
わ
な
け
れ
ぽ
な
ら
な

い
。

㈲

増
減
税
の
規
模
等

(注

)

「
抜
本
改
正
」

に
よ
る
増
減
税

の
規
模

は
、
減
税
が
所
得
課
税

(所
得
税

・
住
民
税
)

で
三
兆

一



X30商 経 論 叢 第24巻 第2号

第14表 増減税の規模

(国税 と地方税,単 位 ・兆円)

《減 税》 《増 税》

課税 の適正化1.2

(不公平の是正法人課税の見直しなど)

消 費 税5.4

5。61

3.1

0.7

1.8

3.4

直 接 税

灘
現行間接税

6.6g.o

 

計合

(差 し引 き2兆4,000億 円の純減税)

(注)「 課税の適正化」の うち,3,000億 円分の増

税策は1～2年 の うちに決め る予定 。

 

費
税

の
二
〇

%
の
消
費
譲
与
税

の
新
設

で

一
兆
八
五
六
億
円
、

加
分

(譲
与
税
分
を
除
い
た
消
費
税
の
二
四
%
)
で

一
兆
四
五
〇
億
円

の
合
計
二
兆

一

残
り

の
七
、

八
七
九
億
円
は
地
方
が
税

の
自
然
増
収
で
負
担
す
る
こ
と
に
な

っ
て
お
り
、
地
方
財
政

の
厳

し
い
圧
迫
が
予
想

さ
れ
る
。

○
○
○
億
円
、
法
人
税

で

一
兆
八
、
○
○
○
億
円
、
相
続
税
で
七
、
○
○
○
億
円
、
消

費
税
導
入
に
伴
う
現
行
間
接
税

の
廃
止

・
軽
減
で
三
兆
四
、
○
○
○
億
円

の
合
計
九
兆

円
、
他
方
増
税
が
消
費
税

の
導

入
で
五
兆
四
、
○
○
○
億
円
、
不
公
平
是
正
や
法
人
税

の
見
直

し
で

一
兆
二
、
○
○
○
億
円

の
合
計
六
兆

六
、
○
○
○
億
円
、
差
し
引
き
二
兆

四
、
○
○
○
億
円

の
純
減
税

(た
だ
し
、
そ
の
主
た
る
恩
典
は
、
個
人
で
は
高
額
所
得
者
、
法

人
で
は
大
法
人
)
と
な

っ
て

い
る

(第
14
表
参
照
)
。

改
正
に
よ
る
地
方
自
治
体

の
減
収
は
、
個
人
住
民
税
、
法
人
住
民
税

・
事
業
税
で
九
、

二
九
八
億

円
、
電
気
税
、
料
飲
税
な
ど
現
行
地
方
間
接
税

の
消
費
税

へ
の
吸
収

.
調
整

併
課
で

一
兆
九
九
四
億
円
、
国
税
三
税

(所
得
税
、
法
人
税
、
酒
税
)
の
減
税

に
伴

い
地

方
交
付
税
で
八
、
九
二
二
億
円

の
合
計
二
兆
九
、
二

一
四
億
円
と
な
る
。

こ
れ
を
、
消

消
費
税
を
地
交
税

の
対
象
税
目
に
加
え
る
こ
と
に
よ
る
地
方
交
付
税

の
追

、
三
三
五
億
円
で
も

つ
て
減
収

の
七
三
%
を
補
填
し
、

(注
)

な
お
、
八
八
年
分
の
減
税
に
つ
い
て
は
、
「
八
八
年
分
の
所
得
税

の
臨
時
特
例
法
」

(八
八

・
七

・
二
九
成
立
)
に
よ
り
、
八
九
年
度
以
降
の
税
制
抜

本
改
革
と
切
り
離
し
て
、

H
所
得
税

の
税
率
構
造
を
現
行

一
二
段
階
か
ら
、
課
税
所
得
三
〇
〇
万
円
以
下
の

一
〇
%
～
同
五
、
○
○
○
万
円
超
の
六
〇

%
ま
で
、

一
〇
%
刻
み
の
六
段
階
と
す
る

(た
だ
し
、

抜
本
改
正
法
案
で
は
最
高
税
率
は
五
〇
%
)
、

口
内
職
者
の
必
要
経
費

の
最
低
保
障
額

(五
七

万
円
)
を
新
設
し
、
現
行

の
基
礎
控
除
と
あ
わ
ぜ
て
課
税
最
低
限
を
パ
ー
ト
労
働
者
並
み
の
九
〇
万
円
と
す
る
、

日
以
上
を
あ
わ
せ
て
減
税
総
額
を

一

兆
三
、
○
○
○
億
円
と
す
る
こ
と
に
な

っ
た
。
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竹
下
首
相
は
、
第

一
一
二
回
通
常
国
会

に
お
げ
る
首
相
就
任
後
初
め
て
の
施
政
方
針
演
説

(
一
九
八
八
年

一
月
二
五
日
)
で
、

大
型
間
接

税

の
導

入
を
中
心
と
す
る

「
税
制

の
抜
本
的
改
革
」
法
案

の
早
期
提
案

に
強

い
意
欲
を
し
め
し
、
そ

の
実
現

に

「
渾
身

の
努
力
を
傾
け
る
」

と

の
べ
た
。

そ
の
演
説

の
な
か
で
、
「
税
制

の
抜
本
的
改
革
」

に
つ
い
て
、
「
次

の
世
代
に
過
剰
な
負
担
を
残
さ
な

い
よ
う
、

一
日
も
早
く
そ

の

(財

政
の
)
対
応
力
を
回
復

(赤
字
解
消
と
財
政
再
建
)」
す
る
た
め
の
も

の
で
あ
り
、
「
今
後

の
高
齢
化
社
会

の
到
来
、

経
済
社
会

の

一
層

の
国

際
化
を
考
、兄
る
と
き
、
わ
が
国
に
と

っ
て
最
重
要
課
題

の

一
つ
で
あ
り
、
国
民

の
税
に
対
す

る
不
公
平
感

を
払
拭
し
、
所
得
、
消
費
・
資

産
等

の
間
で
均
衡
が
と
れ
た
安
定
的
な
税
体
系
を
早
期
に
構
築
す
る
こ
と
が
必
要
」

で
あ
る
と
強
調
し
て
い
る
。

つ
ま
り
、
税
制

の

「
抜

本
改
革
」

の
理
由
と
し
て
、
第

一
に
財
政
再
建
、
第
二
に

「
高
齢
化
社
会
」

へ
の
そ
な
え
、
第
三
に
不
公
平

の
払
拭

と
そ
の
た
め
の

「
直

間
比
率
」

の

「
是
正
」
を
中
心
と
し
た

「
均
衡

の
と
れ
た
税
体
系
」

の

「
構
築
」
を
あ
げ
、

し
た
が

っ
て

"
国
民

の
た
め
の
税
制
改
正
"

だ
と

の
べ
て

い
る
。

ま
た

税
制

「
抜
本
改
革
」
関
連
六
法
案

の
中
で
基
本
法
と
し
て
位
置
づ

け

ら

れ

て

い
る

「
税
制
改
革
法
案
」
も
、
「
税
負
担

の
公
平
」

「
税
制

の
経
済

に
対
す
る
中
立
性
」
「
税
制

の
簡
素
化
」
を
三

つ
の

「
基
本
原
則
」

(第
三
条
)
と

し

つ
つ
、

「
国
民

の
租
税

に
対
す

る
不
公

平
感
を
払
拭
」

し
、
「
所
得
、

消
費
、

資
産

に
対
す

る
…
…
均
衡
が

と
れ
た
税
体
系
を
構
築
す
る
」

こ
と
が
、
抜
本
改
正
案

の
趣
旨
で
あ

り

「
方
針
」

で
あ
り

「
基
本
理
念
」

(第
二
、
四
条
)
で
あ

る
と
し
て
い
る
。

「
今
次

の
税
制
改
革
は
、
租
税

は
国
民
が
社
会
共
通

の
費
用
を
広
く
公
平
に
分
か
ち
合
う
た
め
の
も

の
で
あ
る
と

い
う
基

本
的
認
識
の

下

に
、
税
負
担

の
公
平
を
確
保
し
、
税
制
の
経
済

に
対
す
る
中
立
性
を
保
持

し
、
及
び
税
制

の
簡
素
化
を
図
る
こ
と
を
基
本
原
則
と
し
て
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行
わ
れ
る
L
へ第
三
条
)。

「
今
次

の
税
制
改
革
は
、

現
行

の
税
制
が
、
産
業
構
造
及
び

就
業
構
造

の
変
化
、
所
得

の
水
準

の
上
昇
及
び
平
準
化
、
消
費

の
多
様
化

及
び
消
費
に
お
け
る

サ
ー
ビ

ス
の
比
重

の
増
加
、
経
済
取
引

の
国
際
化
等
を
反
映

し
て
著

し
く
変
化
し
て
き
た
現
在

の
経
済
社
会
と
の
間

に
不
整
合
を
生
じ
て

い
る
事
態

に
対
処
し
て
、
将
来

の
展
望
を
踏
ま
え

つ
つ
、

国
民

の
租
税

に
対
す
る
不
公
平
感
を
払
拭
す
る
と
と
も
に
、

所
得
・
消
費
・
資
産
等
に
対
す
る
課
税
を
適
切

に
組

み
合
わ
せ
る
こ
と

に

よ
り
均
衡
が
と
れ
た
税
体
系
を
構
築
」

し

(第
二
条
)
、
「
国
民

が
公
平
感
を
も

っ
て
納
税

し
得

る
税
体
系

の
構
築

を
目
指
し
て
行
わ
れ
る
」
(第
四
条
)
。

だ
が
・
抽
象
的

・
一
般
的
な
文
言
ー

た
と
え
ば
、
資
本
主
義
的
狙
税

は
経
済
過
程

へ
の
経
済
外
的
、
権
力
的
な
介
入
の

一
環

で
あ

る

以
上
・
経
済

に
た

い
し
て

「
中
立
」
的
な
税
制
な
ど
基
本
的

に
あ
り
え
な

い
し
、
「
税
制

の
簡
素
化
」
も
、
法
案
が
そ
う

で
あ

る
よ
う
に
所

得
税

に
お
け
る
累
進
制

の
緩
和
等
を
意
味
ナ
る
と
ふ,
れ
ば

「
税
負
担

の
公
平

」
に
逆
行

(矛
盾
)
す

る
し
、

ま
た
所
得

.
消
費

.
資
産

の

あ

い
だ

の

「
均
衡
が
と
れ
た
税
体
系
」
と

い
っ
て
も
、
三
者
間

の

椚
均
衡

」
を
規
定
す
る
客
観
的
基
準
が
存
在
し
え
な

い
以
上
、
ま

っ
た

く
無
意
味
で
無
内
容

で
あ

る
、
等

々
-
ー
と
は
裏
腹

に
、
改
正
案

の
具
体
的
内
容
を
具
体
的

に
検
討
す
れ
ば
、

い
う
と

こ
ろ

の

「
抜
本
的

な
税
制
改
革
」

と
は
、
従
来

の
小
刻
み
改
悪
と
は
ち
が

っ
て
、
「
戦
後
政
治

の
総
決
算
」
と
し
て
の

「
行
革
」
、
そ
し
て
そ
の
税
制
版
と
し

て
の

「
戦
後
税
制
の
総
決
算
」
と
政
府

・
独
占
側

が
位
置
づ
け
て

い
る
と
お
り
、
戦
後

か
つ
て
な
く
大
規
模
で
、
税
制

の
ほ
ぼ
全
般

に
わ

た
る
反
動
的
な
再
編

・
大
改
悪
を
そ
の
本
質
的
特
徴
と
し
て
い
る
と

い
う

ほ
か
な

い
。
す
な
わ
ち
、
農
民
や
小
企
業
者
等
を
含
む
勤
労
国

民

へ
の
大
増
税
と
不
公
平
課
税

の
格
段

の
拡
大

で
あ

る
。
そ

の
象
徴
的
な
大
悪
税
が
、

い
う
ま
で
も
な
く
大
型
間
接
税

(新
装
版
売
上
税
)

と
し
て

の

「
消
費
税
」

に
ほ
か
な
ら
な

い
。

と
り
わ
け
今
次
、
税
制

「
抜
本
改
革
」
案

の
柱
を
な
す

「
消
費
税
」
導

入
の
真

の
意
図
と
意
義
を
要
約

し
て

い
え
ば
、
第

一
に
ほ
ぼ

一

九
七
五
年
以
降
続

い
て
い
る
長
期

・
深
刻
な
財
政
危
機

の
大
衆
負
担

に
よ
る
解
消
、
第
二
に
軍
事
費
、
体
制
的
合
理
化
と
不
況
対
策
を
か
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ね
た

「
公
共
事
業
」
費
、
帝
国
主
義
的
海
外
進
出
を
バ

ヅ
ク
ア

ッ
プ
す

る

「
海
外
援
助
」
費
な
ど
、

い
わ
ゆ
る
独
占
資
本

の

「
総
合
安
保
」

費
用

の
安
定
的
な
確
保
、
そ

し
て
第
三
に
独
占
資
本

の
階
級
的
課
税
原
則

(大
衆
負
担
の
強
化
)
に
よ
り
よ
く
合
致
し
た
税
体
系

の
再
構
築

の
三
点

に
あ

る
と
い

っ
て
よ

い
。

振
り
返

っ
て
み
れ
ば
、
憲
法
第
九
条

の
骨
抜
き

に
代
表
さ
れ
る

"
な
し
く
ず

し
"
改
憲

の
推
進

に
呼
応

し
て
、
基
本
的

に
は
当
然
な
が

ら
資
本
蓄
積

の
維
持

・
促
進

の
税
制

で
あ

っ
た
と
は

い
え
、
客
観
的

に
は
憲
法
の
理
念

の
税
制
面

に
お
け
る
反
映
と

い
う
性
格
を
多
か
れ

少
な
か
れ
も

っ
て
い
た
と
い

っ
て
も

よ

い
シ
ャ
ウ
プ
税
制

の
民
主
主
義
的
側
面

(課
税
の
公
平
性
の
追
求
と
地
方
自
治
の
強
化

が
、

「
非
軍

事
化

・
民
主
化
」

の
占
領
政
策

の

「
転
換
」
(朝
鮮
戦
争
を
転
機
と
し
て
)
と
独
占
資
本

の
復
活

・
強
化

に
つ
れ
て
つ
ぎ

つ
ぎ

に
骨
抜
き

に
さ

れ
て
き

た
。
た
と
え
ぽ
、
キ

ャ
ピ
タ
ル
ゲ
イ

ソ
の
非
課
税
化
、
富
裕
税

(大
規
模
財
産
税
)
の
廃
止
、
利
子
所
得

の
総
合
課
税
か
ら
分
離
課

税

へ
の
移
行
、
平
衡
交
付
金

の
廃
止
、
お
び
た
だ

し
い
優
遇
特
別
措
置

の
あ

い
つ
ぐ
設
定
、
等

々
が
そ
れ
で
あ
る
。

い
う
と

こ
ろ

の

「
税

制
抜
本
改
革
」

は
、

こ
れ
ま
で
積
み
重
ね
て
き
た

こ
れ
ら

の
反
動
的
改
悪

の
い
わ
ぽ
体
系
的
な
総
仕
上
げ
で
あ
る
。

政
府

・
独
占
資
本
は
、
す

で
に

一
九
八
七
年
秋
、
中
曽
根
内
閣

の
下
で
、
文
字
ど

お
り
雀

の
涙

の
ミ

ニ
所
得
減
税
と
抱
き
合
わ
せ

(取
引

材
料
)
に
し
て
、

第

一
に

マ
ル
優

の
原
則
廃
止
、
第
二
に
高
額
所
得
に
対
す
る
大
幅
減
税
を
骨
子
と
す
る
所
得
税

・
住
民
税

の
大
改
悪
を
、

い
わ
ぽ

「
抜
本
改
革
」

の
第

一
ラ
ゥ
ン
ド
と
し
て
強
行
実
現
し
た
。

新
装

の
大
型
間
接
税
と
し
て
の

「
消
費
税
」

の
導

入
と
法
人
税

の
大

改
悪
を
中
心
と
し
て
、
竹
下
内
閣
が
実
現
を
も
く

ろ
ん
で

い
る

「
抜
本
改
革
」

は
、
そ

の
第
ニ
ラ
ゥ
ン
ド
を

意
味

し
、

こ
れ

に
よ

っ
て

「
戦
後
税
制

の
総
決
算
」

を
総
仕
上
げ

し
よ
う
と
意
図
し
て

い
る
。

こ
れ
が
、

昨
今

の

「税

制
抜
本
改
革
」
を

め
ぐ
る
経
過
と
現
状
で
あ

る
。現

代
日
本

の
財
政
問
題

は
、
戦
後

か

つ
て
な

い
、

い
な
、
現
代
資
本
主
義

(国
家
独
占
資
本
主
義
)
史
上
か

つ
て
な

い
と

い
っ
て
よ

い
長

期

・
深

刻
な

財
政
危

…機

の
発

現

と
継
続

(ほ
ぼ

一
九
七
五
年
以
降
、
今
日
に
至
る
1

第
15
表
参
照
)

に
象

徴
的

に

集
約

さ

れ

て

い
る
。

こ
こ
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第15表 進行止めぬ財政危機

国 債 費

一般会計

国 債 費(当 初)

4.9%

3

2

護

渇

謁

2

6

8

9

10

12

14

315

3

」

5

2

2

3

16

18

19

20

20

20

うち利払費

億 円
7,335

国債残高

GNP
国債残高

 

欝
区分

年度

13,289

19,316

2G,280

33,398

44,173

55,653

64,650

7g,ono

88,657

98,785

1.06,048

109,428

億 円

10,394

16,647

23,487

32,227

40,784

53,104

66,542

78,299

81,925

91,X51

102,241

113,195

113,335

115,120

9.9%

13.0

16.9

20.6

25.3

29.3

32.3

36.1

39.4

40.1

42.0

42.5

43.5

億F」

149,731

220,776

319,024

426,15

562,513

705,098

822,734

964822

1,096,94r

1,216,93G

1,346,000

1,432,000

1,525,000

1,590,000

円

00
の

50
の

00
・η

50

の

00
の

00
㊦

00
幻

00
の

50
の

00
①

00

の

60

勿

10
の

10
の

億
㏄
似

蟹

餅

謝

鍼

毅

留
箆
齢

鍛
騰
粥
器
㌶

射

留

竪

 
2

7

(

8

(

0

(

5

(

4

(

2

(

0

(

3

(

2

(

1

(

0

(

0

(

8

(

1

1
⊥

翌
■

¶
ユ

ー
ユ

ー
」

可
⊥

-
↓

て
工

-
⊥

75

76

77

78

79

80

19

19

19

19

19

19

8119

8219

83

84

85

86

87

88

19

19

19

19

19

19

(備考)出 所:大 蔵省資料 よ り。以 下 も特記 しないか き り同じ。

に
、

財
政

の

「
再

建
」

と

そ

の

た

め

の
税

財
政

の

「
改

革
」
が

「
最
重

要
課

題

の

一
つ
」
と
な

る

直
接

的
背

景
が
あ

る
。

ち

な

み

に
、

こ
う

し
た
財
政
危

機

は
、

周
知

の
と

お
り

ア
メ
リ
ヵ
を

は

じ

め

「
先
進
資

本

主
義
」

諸
国

に
国
際

的

に
共
通

し
た

現
象

と

な

っ
て

お
り
、

こ
の
意

味

で
、

い
わ
ゆ

る
資

本
主

義

の

一
般
的

危

機

の
激

化

の

一
大
表

徴

で
も

あ

る
。

い
う
ま

で
も

な
く

財
政

再
建

と

は
、

第

15
表

に
み
ら
れ

る
と

お
り

の
巨
額

な
国
債

発
行

残
高

(累
積
赤
字
)、

古同
率

の

国

債

依

存

度
、

巨
額

な

国
債

費

(元
利

支
払
い
)
に
端
的

に

示

さ

れ

る
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財
政
危
機

の
解
決
で
あ
り
・
国
家
財
政
赤
字

の
解
消
を
意
味

す
る

(も

っ
と
も
政
府
が
い
う
財
政
再
建
は
、

一
九
九
〇
年
度
を
目
標
と
し
て
単
年

度
に
お
け
る
赤
字
国
債
依
存
ゼ
ロ
に
す
る
こ
と
だ
が
)
。

そ

の
た
め
の
方
策

は
、

一
言

で
い
え
ば
、

一
方
に
お
け

る
経
費

の
削
減
と
他
方

に
お

け
る
税
収

の
増
大
で
あ

り
、
あ

る
い
は
両
者

の
同
時
推
進

で
あ

る
。

だ
が
・
経
費

の
削

減

と

い
う
ぽ

あ

い
、
「
不
要
不
急
」

で

「
無
駄
」
な
経
費
が
削
減

の
対
象
と
な
る
が
、
問
題
は
何
が

「
不
要

不
急
」

で
・
「
無
駄
」
な
経
費
か
と

い
う

こ
と
で
あ

る
。
ま
た
、
税
収

の
増
大
と

い
う
ぽ
あ

い
、
問
題

は
、
主
と
し
て
誰

の
負
担
で

い
か
な

る
形
で

税
収
増
を
実
現
す
る
か
と
い
う

こ
と
で
あ

る
。

こ
こ
ま
で
議
論
を

つ
め
て

い
く
と
、
独
占
資
本
と

い
う
階
級

の
立
場
に
た

つ
か
、
労
働
者

を
中
心
と
す
る
勤
労
階
級

の
立
場
に
た

つ
か
の
い
か
ん
に
よ

っ
て
、
そ

の
具
体
的
内
容

は
両
者

の
間
で
原
則
と
し
て
真

っ
向

か
ら
対

立
す

る
し
・
ま
た
・

せ
ざ

る
を
え
な

い
。

た
と
え
ぽ
、
勤
労
階
級
に
と

っ
て
軍
事
費
は
平
和
憲
法
違
反

の

「
不
要

不
急
」
で
ま

っ
た
く
「
無
駄
」

な
経
費

で
あ

る
が
・
独
占
資
本
に
と

っ
て
は
ま
さ
に
逆

で
あ
る
。
独
占
資
本

に
と

っ
て
は
、
人
件
費
や
福
祉

.
教
育
関
係
費
や
農
民
、
小

企
業
者
関
係
費
な
ど
が

「
不
要
不
急
」
で

「
無
駄
」
な
経
費
と
な

る
。

こ
れ
ら
は
直
接

に
は
、
独
占
資
本
に
と

っ
て
利
潤
を
も
た
ら
さ
な

い
か
ら
で
あ

る
。

こ
の
こ
と
は

「
行
革
」
下

の
主
要
経
費

の
推
移
を
し
め
し
た
第
16
表
を
み
た
だ
け
で
も
実
証
さ
れ
て

い
る
と
お
り
で
あ

る
。ま

た
・
独
占
資
本

は
、
無
際
限

の
利
潤
追
求
を
経
済
的

・
階
級
的
本
性
と
す
る
が
ゆ
え

に
、
原
則
と
し
て
必
然
的

に
、
必
要
財
源
を
な

ん
ら
か
の
形

の
大
衆
増
税
で
賄
お
う
と
す

る
が
、

生
活
苦

・
経
営
苦

に
あ
え
ぐ
勤
労
国
民
は
、

こ
う
し
た
新
た
な
追
加
搾
取

(国
家
を
通

じ
た
総
独
占
資
本
共
同
に
ょ
る
賃
金
、
所
得
の
切
り
下
げ
と
い
っ
て
よ
い
)
は
、
当
然
な
が
ら
許
容
す
る
わ
け

に
は

い
か
な

い
。

し
た
が

っ
て
、

独
占
資
本
の
立
場

に
た

っ
た
税
財
政

の

「
改
革
」

は
、
勤
労
国
民

に
と

っ
て
は
、
本
質
的

に
原
則
と
し
て

"
改
悪
・
以
外

の
も

の
で
は
あ

り
え
な

い
。

こ
う
し
た
税

財
政
問
題
を
め
ぐ

る
対
立
関
係
は
、
資
本
主
義
社
会

の
い
わ
ぽ
構
成
基
軸
を
な
す
資
本
と
労
働
と
の
階
級
対
立

(搾
取
)
関
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綻 第16表
、

「行革」予算下 の主要経費 の推 移

(1981年goo)

1988年

概 算 額
(億円) 指 数

 

分区

117.5

102.4

173.0

104.3

124.4

154.2

110.9

160.4

78.2

92.S

45.1

9Q.1

103,845

48,581

115,120

].8,?98

109,056

37,003

73,824

6,822

1,952

4,615

4,482

42,898

社会保障関係費

文教 ・科学振興費

国 債 費

恩 給 関 係 費

地方財政関係費

防 衛 関 係 費

公共事業関係費

経 済 協 力 費

中小企業対策費
エネルギー対策費

食 糧 管 理 費

予 備 費 ほ か

566,997 X21,2

 

額総

軍
事
費
を
筆
頭
と
す

る

「
総
合
安
保
」
費

の
膨
張
、

不
公
平
税
制

の
拡
大

・
強
化
l
I
で
あ

っ
て
、

責
任
は
基
本
的

に
な
い
と

い
う
こ
と
を
明
確
に
し
な
け
れ
ぽ
な
ら
な
い
。

第

二
に
、
「
財
政
再
建
」
「
行
政
改
革
」
「
安
価
な
政
府
」
等
等
の
名

の
も
と

で
推
進
中

の
、

革
L

(勤
労
階
級
の
側
か
ら
み
れ
ば
実
質
は
改
悪
)

の
階
級
的
本
質
、

す
な
わ
ち

そ

の
反

動

性

(民
主
主
義
と
平
和
主
義
の
否
定
と
逆
行
)

(勤
労
)
国
民
性

を
、
勤
労
国
民

に
た
い
し
て
可
能
な

か
ぎ

り
具
体
的

に
批
判
し
明
ら
か
に
し
な
け
れ
ぽ
な
ら
な

い
。

第
三

に
、

そ
の
う
え
で
、
財
政
赤
字

の
解
消

と
財
政
再
建

は
、
福
祉
切
り
捨
て
な
ど
に
よ
る

「
安
価
な
政
府
」

の
実
現
や

「
税
制

の
抜

本
改
正
」

と
い
う
名

の
大
衆
増
税

で
は
な
く
、
現
下

の
財
政
危
機
を
生

み
だ
し
た
当

の
責
任
者
で
あ

る
独
占
資
本
の
負
担
と
責
任

に
お
い

て
実
現
す
る
よ
う
要
求
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
具
体
的

に
は
、
た
と
え
ば
法
人
税

へ
の
累
進
課
税

の
導
入
、
高
額
個
人
所
得
や
資
産

に

対
す
る
累
進
課
税

の
強
化
と
税
率
引
き
上
げ
、

い
わ
ゆ
る
不
公
平
税
制

の
根
本
的
是
正
、
軍
事
費

や
独
占
資
本
向
け
補
助
金
等
の
削
減
な

係

(『
資
本
論
』
に
よ
り
解
明
ず
み
)
の
税

財
政
面

に

お
け

る
必
然

的

な

一
反

映

で
あ

る
。
資

本

主
義

社
会

の
も

と

で
は

「
い

っ
さ

い
の

財
政

問
題

も
実

践
的

に
は
階
級

闘
争

の
問
題

に

結
局

帰
着

す

る
」

(小
林
晃

『
マ
ル
ク
ス
主
義
財
政
論
』
新
評
論
刊
、

一
六
二
頁
)

ゆ
え

ん

で
あ

る
。

と

こ
ろ

で
、

こ
う

し
た

財
政
危

機

の
状
況

の
も

と

で
、

勤
労
階

級

の
立
場

に
た

っ
た
税
財

政

の
改
革

は
い
か

に
あ

る
べ
き

か
。

ま

ず
第

一
に
、
現

下

の
財
政
危

機

(長
期
で
巨
額
な
財
政

の
赤
字
状
態
)

は
独
占
資
本
奉
仕

の
財
政
政
策

の
産
物
ー

ケ
イ
ン
ズ
政
策

の
破

勤
労
階
級

の
側

に
は
負
う
べ
き

こ
れ
が
今
後

の
税
財
政
改
革

の
い
わ
ぽ
原
点
で
あ

る
。

独
占
資
本

の
立
場
に
た

っ
た
税
財
政

の
「
改

と
反
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第17衷 勤労者世帯(夫 婦子供2人,共 働 き)・年間収入階級別

年 間 収 入

(万円,カ ッコ内平均 値)

消費税負担 減 税 額(円) 増減税額

(円)負担額 負担率(
円)(%)

所醐 住民税 総 額

▲5,1000.6823,300121,200144,540

14,700

23,400

23,Zoo

25,Zoo

27,000

18,400

5,700

7,600

4,100

-300

Z,soo

f6,000

f10,SOO

als,goo

▲27,400

e49,goo

so,000

 

ハ
U

n
U

(U

AU

0

0

0

7,500

5,500

7,700

11,900

16,300

21,100

23,200

25,300i
i

l;:400400

0

0

0

9,700

24,900

26,100

31,700

3s,300

44,200

48,600

55,500

62,900

76,600

30,10099,000

32,900,135,400

 

0

0

0

α

0

2,200

19,400

is,goo

I9,X300

22,000

23,100

25,400

30,200

35,500

47,zoo

・:・11

102,500

 

聯
珊
瑠
m
螂
㎝
鯉
㈱
㎝
㎝
㎝
㎜
㎝
嘘
鰯
㎜
僻

39,400

14,700

23,400

23,200

25,200

27,000

28,100

30,600

33,700

35,800

ss,000

41,400

42,600

44,?00

44,800

49,200

49,700

65,500

576平均

99×90}

100^x149{131}

150～199(176)

200249(225)

250ti299(276)

300^349{324}

350^399(372)

400～449(423)

450^499(473}

500^549(523)

550^」599(573}

600649(622)

650～699(672)

700～749(722)

750^799(772)

800～899(845)

9(}0999{944)

 

-
。

ワ
一

a

4

臥

a

7
四

&

軌

n

焦

n

捻

砿

瓢

凪

凱

(注)夫 婦 の収入割 合は,世 帯主3分 の2,配 偶者3分 の1と 仮定 した もので ある。

(出所♪ 社会党r政 策資料」No.263,38頁 。

ど
が
そ
れ

で
あ

る
。

し
た
が

っ
て
第
四
に
、

「
戦
後
政
治
の
総
決

算
」
「
財
政
再
建
」
「行
政
改
革
」

の
名
に
よ
る

税
財
政

の
反
動
的
改
悪
を
阻
止
す
る
と
と
も

に

税
財
政

に
お
け
る
民
主
主
義
と
平
和
主
義

の
実

現
と
拡
充

(税
財
政
分
野
に
お
け
る
護
憲
闘
争
と
い

い
か
え
て
も
よ
い
)
を
推
進
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

こ
れ
が
、
独
占
資
本
家
階
級

で
は
な
く
、

勤
労
階
級

の
側

に
た

っ
た
真

の
税
財
政
改
革

の

基
本
的
態
度

に
ほ
か
な
ら
な

い
。

三

 

そ

こ
で
最
後

に
、
税
制

「
抜
本
改
革
」
案

に

お
け
る
主
要
税

臼
ご
と
の
具
体
的
な
内
容
批
判

(た
だ
し
第

一
節
も
あ
わ
せ
参
照
)
、
あ

る

べ
き

税

制
改
革

の
具
体
的
内
容
と
目
指
す

べ
き
方
向
に

つ
い
て
簡
潔

に
ふ
れ

て
お
き
た
い
。
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第18表 国税構成の国際比較

陣 接 訓 間接鯛 付加価値税1(その他)AA

 

分区

100.O

goo.o

ioo.o

goo.o

goo.0

100.0

26.2

11.7

22.7

18.6

14.9

20.8

20.6

30.9

44.5

22.3

26.Z

11,7

43.3

49.5

59.4

43.1

73.8

88.3

56.7

50.5

40.6

56.9

 

本

カ

ス

ツ

ス

ア

リ

リ

イ

ソ

リ

メ

ギ

ド

ラ

タ

日

ア

イ

西

フ

イ

(注)日 本は1986年 度当初,外 国は84年 度予算 または見込。

の

間
接

税
に
つ
い
て

①
大
型
間
接
税
に

つ
い
て
は
、
消
費
税
、
売
上
税
、

一
般
消
費
税
、
取
引
高
税
、
付
加
価
値
税

等
等
、
ど
う

い
う
名
称
を

つ
け

よ
う
と
、
ま
た
細
部

の
相
違
は
あ
れ
、
本
質

は
ま

っ
た
く
同

一
の

所
得
逆
進
的

で
文
字
ど
お
り
大
型
な
大
衆
増
税
そ

の
も

の
で
あ

る
こ
と

に
変

わ

り

な
く

(第
17
表

参
照
)
、
し
た
が

っ
て

「
課
税

の
公
平
」
と

い
う
原
則
か
ら
し
て
も
、

ま
し
て
や
勤
労
階
級

の
生
活

権
擁
護
を
党
是
と
す
る
社
会
主
義
政
党
と
し
て
は
、
そ

の
導
入

に
無
条
件
に
反
対
で
な
け
れ
ば
な

ら
な

い
。

②
現
行

の
間
接
消
費
税

(個
別
消
費
税
)
に
つ
い
て
も
、
税
率
軽
減
と
原
則
的
廃
止
を
め
ざ
す
べ

き
で
あ
る
。
税
負
担
が
所
得
逆
進
的
で
あ
る
だ
け
で
な
く
、
所
得
税
や
住
民
税

の
課
税
最
低
限
以

下

の
低
所
得
者

に
も

「
平
等

」
に
課
税
さ
れ
る
不
公
平
な
悪
税
だ
か
ら
で
あ
る
。

③
そ

の
う
え
で
、

消
費
税
を
存
続
さ

せ
る
と
す
れ
ぽ
、

「
課
税

の
公
平
」

の
原
則

か
ら
し
て
も
、

し
や
し

超

高
額

所
得

者

(独
占
資
本
)

に
明

白

に
利

用
が

限

ら
れ

た
特
定

の
奢
修

品

.
サ

ー

ビ

ス

に

た

い

し

て

の
み
、

高

率

の
個
別
消

費
税

が
課

税

さ
れ

る
べ
き

で
あ

る
。

㈲

大
型

間
接

税
導

入

の
論
拠

の

一
つ
と

し

て
、

し
ば

し
ぼ

「
直

間
比
率
」
(第

18
表
)
の

「適

正
」

な

「
是

正
」

と

い
う

こ
と
が
指
摘

さ

れ

る
が

、

な

ん

ら

科

学

的

根

拠

を
も

つ
も

の
で
は
な

い
。

「
直
間

比
率
」

な

る
も

の
は
、

各
国

そ
れ

ぞ
れ

の
歴

史
的

事
情
な

い
し
経
過

と
、

各
国

に
お
け
る

労
資

の
力
関

係

の

一
反

映
、
あ

る

い
は

一
結

果

に
す
ぎ

な

い
。

し
か
も
、

一
般

に
直
接
税

(転
嫁
し
な

い
租
税
)
と
さ

れ

て

い
る
法

人
税

も
、

大
法

人

の
ば

あ

い
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は
独
占
価
格
を
通
じ
て
大
部
分
が
消
費
者

(中
小
零
細
企
業
や
勤
労
国
民
)
に
転
嫁
さ
れ

て
お
り
、

こ
の
意
味

で
実
態
と
し
て
は
事
実
上
間

接
税
化
し
て

い
る
と
み
る
べ
き

で
あ
る
。

し
た
が

っ
て
、

「
直
間
比
率
」
な
る
も
の
は
、

ま
と
も
な
理
論
的
検
討

の
対
象
と
な
り
う
る
よ

う
な
概
念

で
は
も
と
も

と
な
い
。
大
型
間
接
税

の
導
入
を
正
当
化
す
る
た
め
の
作
為
的
な

一
統
計
概
念
と

い
う
べ
き

で
あ
ろ
う
。

あ
え
て

い
え
ば
・
租
税
体
系
と
し
て
は
、
む
し
ろ
直
接
税
中
心

の
体
系
が
よ
り
民
圭

義
的
性
格
を
も

つ
と

い
う
ほ
う
が
正
当
で
あ
る
。

と

い
う

の
は
・

た
と
え
ぽ
直
接
税

の
代
表
格
を
な
す
所
得
税

は
、
間
接
税

に
比
べ
て
国
民
が
そ

の
負
担
を
実
感
し
や
す
く
、
そ
の
か
ぎ
り

で

一
国

の
財
政

ひ
い
て
は
政
治

の
あ

り
方

に
関
心
を
よ
り
高

め
や
す
く
、
し
か
も
所
得
税
が
高
額

所
得

に
た

い
し
て
累
進
課
税

の
度
合
い

を
高
め
れ
ぽ
高
め
る
ほ
ど
・
租
税
負
担
の
公
平
が

よ
り
強
く
実
現
さ
れ
る
か
ら
で
あ

る
。

こ
う
し
た
意
味

で
、
置

間
比
率
L

の

是

正
L

(現
在
の
わ
が
国
で
い
え
ぽ
、
実
質
的
に
は
間
接
税
を
増
や
す
意
)
そ

の
も

の
が
必
要
だ
と
す

る
主
張
は
、

な

ん
ら
科
学
的
根
拠
が
な
い
だ
け

で

な
く
・
客
観
的

に
は
・

不
公
平
課
税
を

一
段
と
拡
大
す
る
大
衆
大
増
税
と
し
て
の
大
型
間
接
税
導
入
に
加
担
す
る
貴
.
動
と
い
わ
な
け
れ
ぽ

な

ら
な

い
。

な
お
・

「
水
平
的
公
平
」
論

(間
接
税
は
同
じ
物
を
買
え
ば
、
だ
れ
で
も
同
額
の
税
負
担
を
す
る
)

に
よ

っ
て
間
接
税

の
公
平
性
を
主
張
す
る

議

論
も
あ

る
が

・

「
水

平
的

公
平
」

(
こ
れ

に
た
い
し
累
進
課
税
を

垂

置
的
公
平
」
)
が

真

に

"
公
平

〃

で

あ

る

の

は
、

国
民

間

の
所
得

格
差

が

ほ
と
ん
ど
な

い
ぼ
あ

い
に
あ
て
は
ま
る
に
す
ぎ
ず
、

し
た
が

っ
て
労
資
間

の
極
端
な
所
得
格
差

の
存
在
と
そ

の
傾
向
的
拡
大
を
必
然
的

に
も
た
ら
す
資
本
主
義

の
下
で
は
ま

っ
た
く
非
現
実
的
、
非
科
学
的
な
謬
論
で
あ

る
。

口

所
得
税

・
住
民
税
等

に
つ
い
て

①
賃

金

(農
民
、
小
企
薯

の
所
得
も
、

こ
れ
に
警

て
考
え
て
よ
い
)

は
、

本

来
、

労

働

力

の
再

生
産

費

募

働

力

と

い
う
商
。
叩
の
生
産

コ
ス
ト

(必
要
経
費
)

で
あ

り
、

し
た
が

っ
て
必
要

経

費

に
は

非
課
税

と

い
う

課
税

の
大
原
則

か
ら

い

っ
て
も

、

一
般

の
サ
ラ

リ

ー

マ
)ノ
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第19表 課税最低限

住民税
(千円)

所得税
(千円)

年度

 

分区

892
....!

913
C

 

鮒

蜥

87

88

独 身 者

1,172
(1,280)

1,365
C)

1,551

1,556

 

87

88

夫 婦 者

2,091 1,471
(1,700)

1,817
()

2,495

 

87

88

夫婦子1人

1,912
(2,135)

2,261
t}

2,615

2,619

 

87

88

夫婦子2人

(注)住 民税のく)書 は,非 課税限度額。

に
は
原
則
と
し
て
非
課
税

で
あ

っ
て
し
か
る
べ
き
も

の
で
あ
る
。

②

こ
の
立
場
か
ら
、
当
面
、
所
得
税
な
ら
び

に
住
民
税
所
得
割

の
課
税
最
低
限
を
大
幅

に
引
き
上
げ
る
こ
と
を
要
求
す
べ
き
で
あ

る
。

現
行

は
労
働
力

の
再
生
産
費
、
最
低
必
要
生
活
費
よ
り
は
る

か
に
低
く

(第
19
表
参
照
)、

ま
た
極

め
て
低

い
初
任
給

に
た

い
し

て
す
ら
所
得
税

・
住
民
税

(た
だ
し
、
住
民
税
は
前
年
の
所
得
に
課
税

さ
れ
る
か
ら
、
実
際
の
納
税
は
二
年
目
か
ら
)
が
課
税
さ
れ
て

い
る
。

た
と
え
ぽ

一
つ
の
試
案
と
し
て
、
独
身
者

の
ぼ
あ

い
二
〇
〇
万
円

(課
税
所
得
は
年
収
か
ら
諸
控
除
を
引
い
た
残
額
で
あ
る
)、

夫
婦

二
人

の
標
準
世
帯

の
ば
あ

い
四
〇
〇
万
円

の
水
準
で
も
低
す
ぎ
る
く
ら
い
で
あ

る
。
そ

の
さ
い
、
課
税
最
低
限

の
構
成
要
素
を
な
す
給
与
所
得

控
除

の
下
方
引
き
上
げ

と
上
方

の
頭
打
ち
、
基
礎
、
配
偶
者
、
扶
養
各
控
除
な
ど
人
的
控
除
が
引
き
上
げ
ら
れ
な
け
れ
ぽ
な
ら
な
い
。

㈹
所
得
税
も
、
現
在
す
で
に
そ
う
で
あ
る
よ
う
に
、
そ

の
あ
り
方

い
か
ん
で
は
間
接
税
と
同
様

に
大
衆
課
税
と
な
る

こ
と
を
忘
れ
て
は

な
ら
な

い
。
今

日
で
は
所
得

.
住
民
税
も
大
型
間
接
税
同
様

に

「
投
網
を
か
ぶ
せ
る
」
大
衆
課
税
と
な

っ
て

い
る
。

た
と
え
ぽ
第

20
表

に

み
ら
れ
る
と
お
り
、
就
業
者
数

に
占

め
る
納
税
者

の
割
合
は
、

所
得
税
、
住
民
税
所
得
割
と
も

に
約
八
〇
%
に
も
達

し
、

し
か
も
そ

の
割

合
は
年

々
急
速
な
拡
大
傾
向
に
あ

る
。

㈲
現
行

の
所
得
税

.
住
民
税
の
税
率
構
造
は
、
前

に
も

の
ぺ
た
と
お
り
、

一
九
八
七
年
秋
の

「
抜
本
改
正
」
第

一
ラ
ウ

ソ
ド
に
お
い
て
、

税
率
構
造
の

「
簡
素
化
」
.
「
単
純
化
」
等
等
の
名

の
も
と
に
大
幅

に
改

悪

さ

れ

た
。
第
21
表
に
み
ら
れ
る
よ
う

に
、
第

一
に
最

高
税

率

(
こ
れ
は
最
高
課
税
所
得
金
額
を
超
え
る
部
分
へ
適
用
さ
れ
る
税
率
で
あ

っ
て
、
課
税
所
得
金
額
の
全
部

へ
適
用
さ
れ
る
わ
け
で
は
な
い
)

の
大
幅
な
引
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第20表 所得税及び住民税所得割の納税者数等の推移

(単位 万人)

区 分

鵬 穐撫 住 民税

70{1三 ・・・・・・…

74

77

80

83

85

71年 度 … …

75

78

81

84

86

所得税の納税者数

1指 数

8172

1143

3033

3889

3274

44⑪2

100.0

110.5

117.3

138.1

×53.6

r」EI.

の
数
割得
者
所税
税
民住
納

数指

9852

3423

?433

0404

2164

43.37

Yoo.o

lx2.0

125.4

135.3

141.2

147.0

就 業 者 総 数

指 数

0945

2375

3425

5365

733」

soy5

xoo.0

12.8

104.9

cos.7

112.5

114.0

第21衷 一1所 得税の税率構造

抜 本 改 正 前 現 行

適用課税所得 税 率 適用課税所得 税 率

額金の下

〃

〃

〃

〃

以円万0

∩
V

AU

(U

(U

艮
」

ワ
創

∩
V

(U

O

噌1

9
臼

3

4

額金

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

の超円万

oo

oo

oo

oo

oo

oo

oo

oo

oo

oo

6

8

0

2

5

0

0

0

0

0

Io.5/

12%

14°0

17%

21%

25%

30%

35%

4Q%

45%

50%

55%

so/

65%

70%

額金の下

〃

11

似那50

00

00

1
よ

9
創

3

〃

〃

〃

〃

〃

〃

oo

oo

oo

oo

oo

oo

5

6

8

⑩

謁

挿

-
↓

ー
ユ

ー
↓

額金

〃

〃

の超円万

oo

oo

oo

ゆ

ゆ

ゆ

qδ

ED

5

10.5°0

12°0

16°0

20,,°0

25%

30%

35%

4Qio

45°0

50/

55%

so/
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市町村民税所得割の税率構造第21表 一2

行現前正改本抜

率税適用課税所得

 

率税

3%60万 円以下の金額

霧

携

鷺

〃

〃

〃

〃

130

300

450

900

2,000〃

2,000万 円 超 の 金額

 

賜
吻

鰯
吻
碗
%
晩
吻
賜
賜
賜
脇
賜

適用課税所得

20万 円以下の金 額

45〃

吻

錫
蝿

130万 円以下 の金額

130万 円超 の金額

300万 円超 の金額

 

吻

賜

70

95

120

220

370

570

950

1,900

2,900

4,900

ノノ

〃

11

//

ノノ

II

//

//

ノノ

ノノ

4,900万 円超 の金額

道府県民税所得割の税率構造

150万 円以下の金額

150万 円超 の金 額

き
下
げ
と
、
第
二
に
高
額
所
得

へ
の
累
進
課
税

の

事
実
上
の
廃
止
を
そ
の
中
心
的
内
容
と
し
て
い
る
。

こ
の
意
味
で
、
改
正
前

に
す
ら
存
在

し
て

い
た
不

公
平
課
税
が
格
段

に
拡
大

さ

れ

た

(「
抜
本
改
正
」

第
ニ
ラ
ウ
ン
ド
に
お
げ
る

一
層

の
改
悪
に
P
い
て
は
第

一
節

の
第

9
、

10
表
を
参
照
)
。

し

た
が

っ
て
、
当

面
最

低

で
も
、

少
な

く

と
も

高
額
所
得
部
分
に
つ
い
て
大
改
悪
以
前
の
税
率
構

造

へ
の
復
帰
を
要
求
し
、
そ

の
う
え
で
さ
ら
に
す

す

ん
で
最
高
税
率

の
い
っ
そ
う
の
引
き
上
げ
と
高

額
所
得

へ
の
累
進
課
税
の
強
化
を
要
求
す
べ
き

で

あ

る
。

⑤
慢
性
的
な
イ

ン
フ
レ

・
物
価
騰
貴
を
と
も
な

う
現
代
資
本
主
義
の
も
と

で
は
、
課
税
最
低
限

の

事
実
上

の
引
き
下
げ
と
適
用
税
率

の
事
実
上
の
引

き

上
げ

と

に
よ

っ
て
、

い
わ

ゆ

る

"
増

税
な
き
増

税

"

(税
法
上
の
増
税
の
な
い
増
税
)
が

ひ
と
り

で

に

進
行

す

る
。
第

20
表

に
み
ら
れ

る
と

お
り
、

就
業
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第22表 大法人優遇の法人住民税

区到 道 府 県 民 税1 市 町 村 民 税

Ill 資本金50億 円超 (1) 資本金50億 円超

年額75万 円 年額 従業 員50人 超300万 円i

50人 以下40万 円

② 同, 10億 ～50憶 円 {2} 同, 10億 ～50億 円

年額50万 円 年額 同 上,175万 円,40万 円

均等割 ③ 同, 1億 ～10億 円 (3) 同, 1億 ～10億 円

年額10万 円 年額 同 上,40万 円,15万 円

(4}同,1千 万 ～1億 円

年 額3万 円

⑤ 同,1千 万以下

年額1万 円

(4}同,1千 万 ～1億

年額 同上,15万 円,12万 円

㈲ 同,1千 万以下

年額 同上,12万 円,4万 円

法人謝 5.0%(6.O%) 12.3%(14.7%)

(注 ナ 税額(率)の()はa制 限税率である。均等割 の制 限税率は標準税率の1.2倍 。

第23表 大法人優遇の事業税

i

個 人

法 人

第1種 事業(物 品販売業等通常の営業)

第2種 事業(畜 産 ・水産業)

第3種 事業(自 由業)

第3種 事業の うち助産婦 ・あんま
・は り ・き ゅ う等 事 業

電気 ・ガス供給業,生 命 ・損害保険事業

その他の事業

特別法人(協 同組合 ・信用金庫 ・医療法人等)

年350万 円以下の所得

年350万 円超の所得および清算所得

その他の法人(二普通法人)

年350万 円以下の所得

年350万 円超700万 円以下の所得

年700万 円超の所得お よび清算所得

5

4

5

3

1.5

6

8

6

9

21

(注)(1)電 気 ・

② 制 限税率はす べて標準税率 の1.1倍 。

ガス供給業注 命損 害保鵬 業の課税騨 セ諏 入金額,そ の他はすべて年所得・
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者
数

の
伸
び

に
比
べ
て
、

所
得
税
な
ら
び

に
住
民
税
所
得
割
の
納
税
者
数
が
は
る
か

に
上
回
る

ス
ピ
ー
ド
で
伸
び

て
い
る
こ
と
も
・
そ

の

一
証
明

で
あ
る
。
こ
れ
を
チ

ェ
ッ
ク
す
る
た
め
、
他
国
で
は
ほ
と
ん
ど
導

入
ず

み
の
物
価
調
整
減
税
制
度

(イ
ソ
デ
ク
セ
ー
シ
ョ
ソ
)
を
早

急

に
法
制
化
さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

⑥
住
民
税
均
等
割

(所
得
の
大
小
と
無
関
係
な
均

一
税
)
の
撤
廃
、

都
道
府
県
民
税
所
得
割

(現
行
は
二
段
階
税
率
)
に
お
け
る
高
額
所
得

へ
の
累
進
制
導
入
、

さ
ら

に
は
法
人
住
民
税
、

同
事
業
税

に
お
け
る
大
法
人

へ
の
課
税
強
化

(税
串
引
き
上
げ
と
累
進
制
の
強
化
)
と
中
♪

法
人
の
税
軽
減
も
旱
急

に
実
現
さ
せ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い

(第
22

・
23
表
参
照
)。

ω
上
述
と
同
じ
論
拠
か
ら
、
ま
た
高
齢
者
世
帯

の
増
大

に
か
ん
が

み
て
、
公
的
年
金

に
た
い
す

る
原
則
非
課
税
も

と
ち
ぜ
ん
の
要
求
で

な
け
れ
ぽ
な
ら
な

い
。

日

い
わ
ゆ
る

マ
ル
優
制
に

つ
い
て

マ
ル
優

(少
額
貯
蓄
非
課
税
制
度
)
の
原
則
廃
止
が
、

上
述

の
所
得

・
住
民
税
の
大
改
悪
と
併
せ
て
、

「
税
制
抜
本
改
革
」

の
第

一
ラ
ウ

ソ
ド

で
強
行
実
施
さ
れ
た
こ
と
は
周
知

の
と
お
り
で
あ
る
。

こ
れ
に
よ

っ
て
、

一
方

で
、

こ
れ
ま
で
無
税

で
あ

っ
た
勤
労
国
民

の
少
額

の

預
貯
金
利
子
に

一
律
二
〇

%
で
新
た

に

(分
離
)
課
税
さ
れ

る
よ
う
に
な

っ
た
だ
け

で
な
く
、

他
方

で
、

こ
れ

ま
で

マ
ル
優

の
限
度
枠
を

超
、兄
る
ほ
ど

の
高
額
預
貯
金
に

つ
い
て
は
、
従
来

の

一
律
三
五
%
の

(分
離
)
課
税
か
ら
二
〇

%

へ
と
大
幅

に
税
率
が

引
き
下
げ
ら
れ

た
。

き
わ

め
て
露
骨
な
大
衆
増
税
と
不
公
平
課
税

の
拡
大
と

い
う
ほ
か
な

い
。
税
制

「
抜
本
改
革
」
な
る
も

の
の
本
質
を
端
的

に
象
徴
す
る

一

事
例
と

い

っ
て
よ
い
。

し
た
が

っ
て
今
後

の
課
題
と
し
て
、
ω

マ
ル
優

の
復
活
、
②
高
額
預
貯
金
保
有
者

に
よ
る

マ
ル
優
不
正
悪
用
に
関
す
る
管

理
な
ら
び

に

罰
則
規
定

の
厳
重
な
強
化
、
㈹
高
額

の
利
子

.
配
当
所
得

に
対
す

る
分
離
課
税

(優
遇
税
制
)

の
廃
止
と
総
合
課
税
化

を
要
求
し
な
け
れ
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四

法
人
税
に
つ
い
て

現
行

で
も
、
大
法
人

の
税
負
担
は
不
当

に
い
ち
じ
る
し
く
軽

い
。
そ
れ
は
前
出
第

12
表

に
み
ら
れ

る
と
お
り
、
資
本
金

一
億
円
以
上
も

し
く

は
法
人
所
得

八
〇
〇
万
円
以
上

(税
法
上
の

「大
法
人
」
)
に

つ
い
て
は
、
税
率
が

一
本

で
、

し
た
が

っ
て
資
本
金
が
何
百
億
、

何
千

億

円
の
実
際

の
大
法
人
も
資
本
金
数
億
円

の
事
実
上
の
中
小
零
細
法
人
と
同

一
税
率

の
税
負
担
で
す
み
、
本
来
適
用
さ
れ

て
し
か
る
べ
き

累
進
課
税
が
採
用
さ
れ

て
い
な

い
た
め
で
あ

る
。
事
実
上
の
い
ち
じ

る
し
い
不
公
平
課
税
と
い
わ
な
け
れ
ぽ
な
ら
な
い
。

こ
の
う
え

に
さ

ら

に
大
法
人
に
は
各
種

の
特
別
優
遇
措
置
が
施
さ
れ
て
、
大
法
人
と
中
小
法
人
間
の
税
負
担

の
不
公
平
が
著
し
く
大
き
く
な

っ
て

い
る
。

(第
24
表

・
第
4
図
参
照
)
。

第

12
表

に
み
ら
れ
る
と
お
り
、
「
税
制
抜
本
改
正
」

で
は
累
進
制

の
導

入
が
無
視
さ
れ
て

い
る
だ

け

で
な

く
、
中
小
法
人
や
公
益
法
人

に
く
ら
べ
て
大
法
人

へ
の
税
率

の
大
幅
引
き
下
げ
す
ら
予
定
さ
れ
て

い
る
。

し
た
が

っ
て
、
ω

こ
う
し
た
改
悪

の
阻
止
、
②
大
法
人
所
得

へ
の
累
進
制
導

入
、
⑧
中
小
零
細
法
人
な
ら
び

に
公
益
法
人

の
税
負
担
軽

減
、
㈲
さ
ら
に
は
大
法
人

(た
と
え
ば
資
本
金
で

一
〇
億
円
な
い
し
五
〇
億
円
以
上
)

へ
の
外

形

(資
本
金
、
従
業
員
数
な
ど
)
標
準
課
税

な

い

し
財
産

(土
地

・
株
式
)
税

の
導
入
、
⑤
外
国
税
額
控
除
制
度

の
廃
止
も
し
く
は
損
金
算

入
方
式

へ
の
移
行
等
を
要
求
す
ぺ
き
で
あ

る
。

面

土
地

・
資
産
税
に

つ
い
て

近
年
都
心
部
を
中
心

に
地
価

の
高
騰
が
著

し
い
が
、

地
価
高
騰

の
基
本
的
理
由
は
、
量
的

・
質
的

に
自
然
的

に
限
定
さ
れ
た
土
地
が
私

有

物
と
し
て
商
品
と
な

っ
て
い
る

こ
と
に
あ
る
。

し
か
も
、
土
地
と

い
う
商
品

の
こ
う
し
た
性
質
上
、
た
と
え
ぽ

ル
ノ
ア
!
ル
の
絵
が
そ
う
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第24表 租税特別措置の利用状況

業企大

%億 円

中 小 企 業

　

億 円 【%

82.6

26.1

97.

94.7

35.6

99.

97.4

73.O

X3.O

rO.Ei

698

5G9

3,033

so7

i,?04

5G7

714

22,846

68,0GG

32,604

1i.

73.9

2.5

5.3

64.4

0.

2.6

27.0

17.0

29.4

147

1,615

79

45

2,177

3

19

8,X30

13,897

13,587

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

S.

9.

zo.

価格変動準備金

中小企業等海外市場開拓準備金

海外投資等損失準備金

探鉱準備金

特別償却割増償却

技術等海外所得の特別控除

試験研究費の税額控除

貸倒引当金

退職給与引当金

賞与引当金

(出所)「 税制の抜本的見直しについての答 申」関係資料集(地 方 則務 協会,

(原資料は国税庁 「法人企業の実態」)

で
あ
る
よ
う
に
、
投
機
的
売
買

の
対
象
と
な

る
こ
と

に
あ
る
。

し
た
が

っ
て
、

土
地

・
地
価
問
題

の
根
本
的
解
決
は
、

土
地
が
商
品
と
し
て
売
買
さ
れ
る
こ

と
を
原
則
と
し
て
廃
止
す
る
こ
と
、
す
な
わ
ち
主
要
な
大
土
地

の
私
有
制
廃

止
と
社
会
有
化
、

い
い
か
え
れ
ぽ
社
会

主
義
社
会

の
実
現
を
お
い
て
ほ
か
に

な

い
。
社
会
主
義
社
会

に
は
、

い
わ
ゆ
る
地
価

・
土
地
問
題

は
原
則
と
し
て

存
在
し
な

い
。

こ
こ
に
も
社
会
主
義

の
体
制
的
優
位
性
が
明
白

に
実
証
さ
れ

て

い
る
。

し
か
し
、
独
占
資
本

に
よ
る
土
地
買
い
占

め
や
投
機
的
売
買
、
投
機
資
金

融
資
な
ど

に
よ
る
地
価
高
騰
が
、
圏
定
資
産
税
や
相
続
税

の
増
税
や
賃
貸
家

賃

の
引
き
上
げ
等
、

ひ
い
て

は
物
価

一
般

の
上
昇

(ち
な
み
に
、
わ
が
国
の
物

価
指
数
に
は
地
価
が
算
入
さ
れ
て
い
な
い
)
と
な

っ
て
勤
労
国
民

の
生
活
苦
を

い

ち
じ
る
し
く
増
大
す

る
も
の
と
な

っ
て
は
ね
か
え

っ
て
き

て
い
る
以
上
、
資

本
主
義

の
枠
内

で
も

可
能
な
か
ぎ
り
の
対
策
を
要
求

し
な
け
れ
ぽ
な
ら
な

い

の
は
当
然
で
あ

り
、
ま
た
必
要
で
あ

る
。

ω
事
実
上
、
時
価
追
認
と
な

っ
て
い
る
公
示
価
格
や
路
線
価
格

に
た
い
す

る
公
的
政
策
的
抑
制
の
措
置
を
強
化

す

る

(そ
の
具
体
的
内
容
に
つ
い
て
は
、

四
野
党
責
任
者
編

『
土
地
問
.題
へ
の
提
言
』
ア
イ
ピ
ー
シ
刊
参
照
)。

②
土
地
譲
渡
所
得
に

つ
い
て
、
現
行

の
よ
う
に
土
地
の
所
有
期
間
の
長
短
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第25…表 大法人への資産再評価税試算

資
産
再
評
価
)
益

447兆 円 一15兆 円;432兆 円

時価 簿価(86年 度)含 み益

簿価×再評価倍率(修 正値)
(85年度)

上 場 企業 再 評 価 倍 率x公 示 地 価 上 昇 率

(86年3月)(87年7.7%,88年21.7%)

13i兆15,372重意ドヨ×25.2×1.077×1.217≒447iリ ヒFヨ

〔株 式 〕

249兆 円 一21兆 円=228兆 円

隈手f面 蕪寧fL面(86{年 こ度)　
簿価 ×再評価倍率(修 正値)(
85年 度)　
上場企 業再評価 倍率 ×平均 株価1二昇率

(86年3月)(過 去2年 間で61.5%)

18兆5,237億 円 ×8.31×1.615≒249兆 円

〔土地〕+〔株式〕コ660兆 円(計)

〔土地〕
資産

再
評 〔株式〕
価税

432兆 円x10%=43.2兆 円

(税 率)

228ジ1～ド」×10%=・=22.8り 【～Pヨ

〔土 地 〕+〔 株式 〕コ66兆 円(計)

(注)① 簿価は大蔵省法人企業統計の資本金10億 円以上の企業

(2691社)で 計算。

②再評価借率は日本証券経済研究所の紺谷典子主任研究員らが

東京証券取引所一部上場企業(金 融 ・証券を除く)を 対象に
86年3月 に調べたものを修正。

③②の修正には,国 土庁発表の公示地価,東 証平均株価上昇率

を用いている。

(出所)朝 日,19$8.4.24

必
要

で
あ

る
。

㈲
ま
た
、
そ

の

一
環

と
し
て
欧
米
な
み

に
、

土
地
や
株
式

の
値
上
が

り

で
膨
張
し
た
含

み
資

産

(時
価
-
簿
価
)
へ
の

資
産
再
評
価
税
の
大
法

資
産
保
有
税
)
の
導
入
が

よ
う

に
大
法

人

へ
の
財

産

税

(土
地
、
株
式
な
ど

る
富
裕
税

に
み
ら
れ
る

シ

ャ
ウ
プ

税

制

に
お
け

に
よ
る
区
別

で

は
な
く
、

上
述

の

い
わ
ば

政
策
価

格

を
超
え

る
超
過
所

得

に
た

い
し
て
、

長
短

を
問
わ

ず

高
率

の
全

額
課

税

を
行

う
。

㈲
相

続
税

な

ら
び

に
固

定
資
産

税

(現
行
で
は
、

土
地
の
種
類
や
性
格

の
区
別
な
く
画

一
的
に
、

前
者
で
は
超
過
累
進
税
率
が
、
後
者
で
は

一
律

一
・
四
パ
ー
セ
ソ
ト
の
税
率
適
用
)

に

つ
い
て

は
、

生
活

上
標

準
的

に
必
要

な
住

宅

地

(た
と
え
ば

一
〇
〇
～
二
〇
〇
平
方

メ
!
ト
ル
以
下
)
、

中

小

零
細

業
者

の
事
業

所

用
地
、

一
般

農

家

の
農
業

用
地
等

に
は
、

原
則

と

し

て
非

課
税

と

し
、

他
方

そ

れ
以
外

の
個

人

.
法

人
が

保
有

す

る
大
規

模
な

い
し
大

量

の
投

機
的

・
資

本
的

財
産

と
し

て

の
土
地

に
は
、

高
率

の
累

進
課

税

を
適

用
す

ぺ
き

で
あ

る
。㈲
そ

の
た

め

に
も
、



商 経 論 叢 第24巻 第2号148

第26表 不公平税制是正による増収見込

(単位 億円)

11)国 税 分 97,00Q

貸倒引当金繰入限度額の適正化

退職給与引当金繰入限度額の適正化

海外投資損失準備金廃止

原子力発電工事償却準備金廃止

特別償却及び割増償却廃止

利子少額非課税悪用分の見直し

郵便貯金悪用分の見直し

利子所得源泉分離を廃止し総合課税

少額配当非課税分の見直し

有価証券譲渡益(キ ャピタルゲイソ)非 課税の廃止

土地の長期譲渡所得の分離課税廃止し総合課税

受取配当益金不算入廃止

支払配当軽課制度廃止

その他(26項 目)

②地方税分(国 税のはねかえ り分お よび地方税独自の分あわせて

65項 目)

個人住民税

法人 〃

法人事業税

固定資産税

その他

6,0S2

22,586

1,Z35

460

;80

10,185

2,459

3,427

1,221

9,682

S,141

2,12

2,515

26,2Q5

64,450

22,107

s,oao

15,096

16,386

1,861

、づ 十魯両 161,450

(3)大法人(資 本金10億 円以上)へ の財産税の導入※

土地(時 価にたいし税率2%)

株式(上 場676社 の保有株式へ税率5%)

127,748

×16,343

Z1,405

合 計 289,198

(注)※ 印は,同 会が別 に試算 した分を筆者が追 加した ものである。(出所
)不 公平な税制をただす会(1987.10)



人

へ
の
導

入
を
求

め
る
べ
き
で
あ
る
。
第

25
表

に
み
ら
れ
る
通
り
、
資
本
金

一
〇
億
円
以
上
の
大
法
人

の
含
み
益
は
、

土
地
四
三
二
兆
円
、

株
式

二
二
八
兆
円
、
計
六
六
〇
兆
円
に
達

し
、

こ
れ

に
仮

り
に

一
〇

%
課
税
し
て
も
六
六
兆
円
の
税
収
と
な
る
。
国
債
残
高
の
約
半
分

に

も
相
当
す
る
額

に
達
す
る
。
不
公
平
税
制
是
正
と
財
政
再
建

の

一
石
二
鳥

で
あ
る
。
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㈹

不
公
平

税
制

に

つ
い

て

第

一
に
、

不
公
平

税
制

の
是

正
と

い
う
ば

あ

い
、

ω
税

法

(本
則
)

の
特

例
と

し
て

の
不
公
平

税
制

と
、

②
税

法

(本
則
)
そ

の
も

の

の

な

か

に
内
在

す

る
事
実

上

の
不
公
平
税

制

の
両
者

が

そ

の
対
象

と

さ

れ
な

け
れ
ぽ

な

ら
な

い
。

不
公
平
税

制
と

は
所

得
税
法

や

法
人
税
法

や

地
方

税
法
等

等

の
特

例

(例
外
措
麗
)

と
し

て

の
優

遇
税

制

の
み
で
は
な

い
と

い
う

こ
と

で
あ

る
。

上
述

し

て
き

た

こ
と

に
み
ら
れ

る

と

お
り
、

各
種

の
税

法

(制
)
そ

の
も

の
、

あ

る

い

は
本

則

そ

の
も

の

の
な

か

に
も
、

多
大

な
優

遇
税

制
が

組

み
込
ま

れ

て

い
る
。

こ
れ

を
見
落

と

し
た
ら
、

不
公
平
税

制

は

"
氷

山

の

一
角

"

を
捉

え

た

こ
と

に
し
か
な

ら
な

い
。

し

た
が

っ
て
、

不
公
平

税
制

と

い
う
ば
あ

い
、

あ

る

い
は

そ

の
是

正

と

い
う
ぽ

あ

い
に
は
、

こ
の
よ
う

に
二
重

の
意

味

に
お

い
て
理
解

し
な

け
れ

ぽ
な

ら

な

い
。

第

二

に
、

ブ

ル
ジ

ョ
ア

・
マ
ス

コ
ミ
や
政

府

・
独
占

資

本

の
側
が

不

公
平
税

制

の
象

微

の
ご
と
く

い
う

九

・
六

.
四

(な

い
し
十

.
五

.

三

・
一
)
は
、

サ
ラ

リ
ー

マ
ソ
、

農
民
、

自

営
業
者

と

い
う

同
じ

勤

労
国

民
内

部

の
そ
れ

で
あ

っ
て
ー

と

う

ぜ

ん

こ
れ
も

是
正

す

べ
き

だ
が
i
l
第

二
義
的
問
題

に
す
ぎ
な

い
。
第

一
義
的

で
決
定
的

で
最
大

の
不
公
平
は
、
独
占
資
本

(個
人

.
法
人
)
と
勤
労
国
民
間
の
そ
れ

で
あ
る
こ
と
を
見
失

っ
て
は
な
ら
な

い
と

い
う

こ
と
で
あ
る
。
そ
う
で
な
け
れ
ぽ
、
同
じ
く
不
公

平

の
是
正

(政
府

.
独
占
す
ら
い
っ
て
い

る
)
と

い

っ
て
も
、
肝
心

の
鉾
先
が
そ
れ
た
り
、
争
点
が
ぼ

か
さ
れ

て
し
ま
う
か
ら
で
あ
る
。

第

26
表
は
、

不
公
平
税
制

の
是
正

に
よ
る
税
収
増
見
込
み
の

一
試
算
で
あ
る
。
た
だ

こ
れ
は
、
上
述

の
二
種
類

の
不
公
平
税
制

の
な
か

の
ほ
と
ん
ど
前
者

の
み
で
、
法
人
税

へ
の
累
進
制
導

入
た
ど
後
者

の
分
は
含
ま
れ

て
い
な

い
。

そ
れ
で
も
合
計
で
約
二
九
兆
円
に
も
達
し
、



t50商 経 論 叢 第24巻 第2号

第3図 高額所得における所得階層別税負担率

(東京都,1972年 所得)

蒔

税
率 OL一
所 得階層600万1,000万2,000万3,000万4,000万5,000万1億 超(円)

SSSSSS
1,000万 以下2,000万3,000万4,000万5,000万1億

(注)「 総合」とは,優 遇措置を廃止して本則どお り総合課税した場

合,「現行」とは優遇措置による現実の負担率。美濃部都政下の

もので古いが,優 遇措置が温存強化されてきたことを考えれば

実態は上図と現在も変 りないといってよい。

(資料)東 京都新財源構想研究会,第 二次報告(1973.12)。

 

年

間
予

算

の
お

よ
そ

五
割
強

に
相
当

す

る
。

大

型

間
接
税

と

し

て

の

「
消

費
税

」

の
導

入

で
予
定

さ
れ

て

い
る
増
収

分

五
兆

四
、

○

○
○

億

円

(現
行
間
接
税

の
廃
止
等
に
ょ
る

マ
イ

ナ
ス
分
を
差
引
け
ば
二
兆
円
)

の
五
倍

強

に
も
相

当

す

る
。

そ

の
具
体
例

は
第

26
表

に
み
ら
れ

る
と

お

り
だ
が
、
昨

今

財

テ

ク
ブ

ー

ム

(た
と
え
ば
八
七
年
度

一
年
間
の
株
売
買
額
は
約
二
九
六
兆
円
で
史

上
最
高
)
と

ま

で

い
わ
れ

る
な

か
、

巨
額

に
達

し

て

い
る

キ

ャ
ピ

タ

ル
ゲ

イ

ソ

(有
価
証
券
売
却
益
)

の
よ
う

に
当
然

課
税
す

べ
き

も

の
を

原

則
非
課
税

と
し
た

り
、

長
期

の
土

地
譲
渡

所
得

を

分
離

課
税

に
し
た
り
、

各

種

の
準
備

金

や
引
当

金

の
よ
う

に
、

こ
れ

ま

た
当

然

課
税
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す

べ
き
墓

な

い
し
所
得
を
過
大

に
費
用

(
コ
ス
ト
)
扱

い
し
て
免
税
さ

れ

て

い
る
.

.」
れ
ら
の
膨

大
な
特
例

.
懸

措
健

よ

っ
て
、

独
占
集

(大
法
へ

高
額
所
讐

)
が

い
か
に
不
当

に
課
税

を
軽
減
さ
れ
、

い
ち
じ

る
し

い
不
公
平
課
税
差

っ
て

い
る
か
は
、
第

3
、

4
図
を
み
た
だ
け
で
も
歴
然
と
し
て

い
る
・

こ
う
し
た
不
公
平
税
制

は
当
然
な
が
ら
全
麗

止
さ
れ
な
け
れ
ぽ
な
ら
な

い
。

な
叢

後
に
・
叢

り
さ
れ
た
親

と
も
い
う
べ
き
国
債
ξ

い
て
も

;
曇

て
お
か
ね
ぽ
な
ら
な
い
。
国
債
費
は
、

柔

五
年

度
以
降
歳

出
蚕

の
主
羅

費
中
で
㌧

プ
奮

め
る

に
い
た
り
、

一
九
八
八
年
度
予
算

で
約

二

兆
五
、
。
。
。
億
毘

蓬

し
て

い
る

(甕

表
譲

)・
そ

の
ほ
と
ん
ど
が
現
在

の
と
こ
ろ
利
子
支
払

い
分
で
、

ア」
の
巨
額
な
勤
労
国
民

の
親

が
国
覆

薯

(そ
の
大

部
分
は
独
占
塞

へ
支
払
わ
れ

て
い
る
・

一
九
ム

一歪

西
ド
イ
ッ
で
、
大
法
人
と
高
額
所
得
芝

た
い
し
て
、
無
利
子
の
国
債
を
納
税

額

の
五
%
相
当
分
だ
け
強
制
的

に
割
り
当
て
る
制
度
を
発

の

第4図

資本金区分

法人税の実質税負担率(%)

203040%一
1・・万円未満口

37.47

100一 一

500万 円 口 〔==]3・ ・62

198翻 口
32.7

ll881加[コ[====コ33・94

叫翻 口 36.97

・-1・億円[コ〔==コ36・1・

・・-5・億FI〔===]34・72

5・-1・・億lq口
33.50

1・・億円肚 口=29・98

(出所)国 税庁 「83年分税務統計からみた法人企業

実態」。

足

さ

せ
た

こ
と
が

し
め
す
と

お

り
、

支
払

い
利

子

の
全
額

も

し
く

は

一
部

を

カ

ッ
ト
な

い
し

ス
ト

ッ
プ

さ

せ

る

.」
と

も
、

広

義

の
税
制

改
革

の

一
環

と

し
て
要
求

す

べ
き

で
あ

ろ
う
。

こ
う

み

て
く

る
と
、

税

制

の

"
抜

本
的
"

改
革

と

い
う

の

で
あ

れ
ば
、
「
消

費
税

」
の
導

入
を
問
題

に
す

る
以

前

に
、

不
公
平

税

制

の

"
抜

本
的

"
是

正

こ
そ
先

決
問
題

で
あ

る

こ
と
が

明

ら

か
で
あ

る
。

そ
れ

に
も

か

か
わ
ら
ず

、
改

正

案

に
お
け

る
不
公

平
是

正

は
わ
ず

か

に

一
兆

二
、

○

○
○

億

円

(し
か
も
、
そ
の
う
ち
三
、
8

0
億
円
は
内
容
未
定
)が
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予
定

さ
れ
て
い
る
に
す
ぎ
な

い

(ぬ闘
出
第
髪

参
昭
山)
。

,」
れ
ま
で
の
検
討
姦

じ
て
も
明
ら
か
な
と
お
り
・
独
占
資
本

(法
人

.
個
人
含
め
)

に
た
い
す

⇔
正
当
な
課
税
強
化

に
吉

不
公
平
税
製

是
正
す
れ
ば
、
あ
わ
せ
て
慧

の
軍
藝

を
削
減
す
れ
ば
・
大
型
間
接
税

の
導
入

や

マ
ル
優
歴

な
ど
ま

っ
た
-

不
必
要
で
あ

る
だ
け

で
は
な

い
。
福
祉
関
係
経
費

の
削
減
や
農
罠
・
中
小
零
細
業
者
等

へ
の
財
政
支
出
カ

ッ
ト
も
不
、要
で
あ

り
、
財
政
の
蓬

も
奮

(財
源
)
的

に
は
き
わ
め
て
容
易
で
あ
る
こ
と
萌

ら
か
だ
と
い
わ
な
け
れ
婆

ら
な

い
・

(
一
九

八
八

・
九

・
二
九
)

ハ

追

記

〉

竹
下
内
閣

に
よ
る
消
窺

肇

と
税
制
関
連
六
法
案
は
、
政
府

の
公
約
違
反

と
国
民
過
半
数

の
反

対

(商
業
新
聞
の
世
論
調
査
に
み
ら
れ

る
と
お
り
)
を
押

し
切

っ
て
、
ほ
ぼ
無
修
正

の
ま
姦

行
採
墾

九
八
八

・
三

三

四
)
さ
れ
た
・
な
お
・
国
会

で
の
法
案

の

一
部
修
正

と

消
費
税

導

入
対

策

は
以
下

の
と

お
り

で
あ

る

(朝
日
新
聞
、
八
八

・
=

一
・
二
四
よ
り
)。

●
株

式
売

却

益
課
税

の
強
化

①
株
式
公
開
に
伴
う
売
却
益
へ
の
課
税
は
、
公
開
後

一
年
以
内
に
売
却
し
た
場
合
は
申
告
分
難

・
公
開
呈

所
有
期
間
が
三
年
姦

・兄
る
場
合

は
、

利
益

の
半
額

の
課

税

の
対
象

(創

業
者

利

得
)
。

②
〈追
袈

文
〉
株
式
等
の
薩

益
に
対
す
る
所
得
税
の
課
税
の
在
り
方
に
つ
い
て
は
、
納
税
者
糞

制
度
の
導
入
蟹

等
所
得
把
握

の
瑳

藩

の
状
況
、
.取
高
税
率
の
毒

を
含
む
税
灌

造
全
体
の
在
り
方
及
び
適
切
な
源
泉
徴
収
制
度
と
の
関
連
に
配
慮
し
つ
つ
・
総

合
課
税

へ
の
移
行
問
題
を
含

め
、
利
子
所
得
に
対
す

る
所
得
税
の
課
税

の
在
り
方

の
見
直
し

(四
年
後
)
と
併
せ
て
見
直

し
を
行
う
も

の
と

す
る

(納
税
者
番
号
)
。
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●
退
職
金

の
減
税

控
除
額

(非
課
税
枠
)
を
五
割
前
後
引
き
上
げ
。
高
卒
三
十
五
年
勤
続
平
均

で
三
十
四
万
円

の
所
得
税
が
無
税
に
、
大
卒

は
三
十
年
勤

続

で
八
十
五
万
円
が
二
十
六
万
円
に

(大
蔵
省
試
算
)。
八
九
年

一
月
実
施
。
所
得
税
減
税

の
規
模
は
千
三
百
億
円
。

●
寝
た
き
り
老
人
を
抱
え
る
家
庭

へ
の
減
税

特
別
障
害
者

の
控
除
な
ど
数
種

の
控
除
を
受
け
ら
れ
る
。
特
別
控
除
は
十
万
円
増
。

控
除
額
は
百
二
十
万
円

(現
行
八
十
万
円
)
に
。

お

じ
な
ど

の
寝
た
き
り
老
人
と
同
居
、
あ

る
い
は
寝
た
き
り
老
親
を
施
設

に
入
れ
て

い
る
家
庭
、
障
害

の
あ
る
子
ど
も
が

い
る
家
庭
な
ど
の

扶
養
控
除
も
引
き
上
げ
。
八
九
年

一
月
実
施
。
減
税
規
模

は
百
億
円
。

●
中
小
業
者

へ
の
特
例
見
直
し

消
費
税

の
中
小
事
業
者

の
事
務
負

担
等

に
配
慮
し
た
諸
措
置

に
つ
い
て
は
、
納
税
者

の
事
務
負
担
、
消
費
税
の
円
滑
か

つ
適
正
な
転
嫁

の
実
現

の
状
況
、
納
税
老

の
税
負
担

の
公
平
の
確
保

の
必
要
性
等
を
踏
ま
え
、
消
費
税

の
仕
組
み
の
定
着
状
況
等
を
勘
案
し

つ
つ
、
そ

の

見
直
し
を
行
う
。

●
執
行
の
弾
力
的
運
営

〈
追
加
条
文
〉
国
税
当
局
は
、

一
九
八
九
年
九
月
三
十
日
ま

で
は
、

消
費
税

に
な
じ
み
の
薄

い
わ
が
国

の
現
状
を
踏

ま
、兄
、

そ

の
執
行

に
当
た
り
、
広
報
、
相
談
及
び
指
導
を
中

心
と
し
た
弾
力
的
運
営
を
行
う
。

〈
具
体
的
内
容
〉
①
各
種
届
け
出
書

の
提
出
期
日
は
八
九
年
九
月
末
ま
で
に
延
期
。

②
九
月
末
ま

で
は
、
広
報
、
相
談
、
指
導
を
中
心
に
税
務
を
執
行
。
計
算
誤
り
な
ど
は
加
算
税
を
と
ら
な

い
。

③
九
月
末

ま
で
に
支
出
さ
れ
る
経
費
は
、
原
則
と
し
て
現
在

の
勘
定
科
目

の
ま
ま
で
消
費
税

の
計
算
が

で
き
る
よ
う
措
置
す
る
。
九
月

末

ま
で
の
売
り
上
げ
、
仕
入
れ

に
つ
い
て
は
、
帳
簿

の
記
載
事
項
を
簡
略
化
。
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④
通
信
販
売
、
書
籍
な
ど
、
予
約
ず
み
の
取
引
に
は
配
慮
を
す
る
。

⑤
九
月
末
以
前
に
期
限
が
来
る
事
業
者

の
申
告
、
納
付
期
間
を
九
月
末
ま
で
延
期
。

⑥
個
人
事
業
者

の
申
告
、
納
付
期
限
を
三
月
末

に
変
更
。

●
消
費
税

の
転
嫁
義
務

の
明
確
化

税
制
改
革
法
案

一
一
条

に

「
事
業
者
は
、
消
費
税

の
円
滑
か

つ
適
正
な
転
嫁
が
行
わ
れ
る
よ
う
に
努
め
る
も

の
と
し
:
…
己

な
ど
と
あ

る

の
を

「
消
費
税
を
円
滑
か

つ
適
正
に
転
嫁
す
る
も

の
と
す

る
」
な
ど

へ
。

●
消
費
税
の
逆
進
性

の
緩
和
対
策

低
所
得
者
向
け

に
負
担
増

の
緩
和
対
策
を
と
る
。

①

一
万
円
ず

つ
の
福
祉

一
時
金
を
約
五
百
七
十
万
人
に
支
給
。
対
象
者

は
老
齢
福
祉
年
金
受
給
者
、
児
童
扶
養
手
当
受
給
者
、
市
町
村

民
税
非
課
税
世
帯

の
七
十
歳
以
上

の
人
、
生
活
保
護
受
給
者
な
ど
。
約

五
百
二
十
億
円
。

②

在
宅

の
寝
た
き

り
老
人

の
い
る
低
所
得
世
帯

(市
町
村
民
税
非
課
税
世
帯
)

に
五
万
円
ず

つ
の
介
護

一
時
金
を
支
給
。
約
二
十
万
世

帯

で
約
百
億
円
。

③

ホ
ー

ム
ヘ
ル
パ
ー
を
養
成
す

る
在
宅
介
護
振
興
基
金

(
百
億
円
)。

④

八
九
年
度

の
物
価
上
昇
分
は
九
〇
年
度

の
年
金

の
物
価

ス
ラ
イ
ド
に
反
映
さ
せ
る
。

●
中
小
企
業
な
ど

へ
の
対
策

①
商

工
団
体

の
記
帳
代
行
業
務

ナ
ン
ラ
イ
ソ
化
を
助
成
。

②

企
業
が
事
務
用

コ
ソ
ピ

ェ
ー
タ
ー
を
導
入
す
る
場
合

の
低
利
融
資
と
債
務
保
証
負
担

の
軽
減
。

③
商
店
街
活
性
化
助
成
な
ど
。
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④

コ
ソ
ピ

ュ
ー
タ
ー
ソ
フ
ト
ウ

ェ
ア
の
開
発
費
用

の

一
括
損
金
算
入
、
電
子

レ
ジ

ス
タ
ー
を
取
得
し
た
際

の
減
価
償
却

の
特
例
新
設
。

●
石
油
業
界
対
策

石
油
諸
税
と
消
費
税

の
二
重
課
税
を
調
整
。

①
関
税
割
当
制
度

の
見
直
し
を
含
む
原
重
油
関
税

の
引
き
下
げ
。
約
三
百
億
円
。

②
国
産
ナ
フ
サ
、
農
漁
業
用

A
重
油

に
対
す
る
石
油
税

の
免
除
。
約

二
百
三
十
億
円
。

③
軽
油
引
取
税
を
消
費
税

の
課
税
対
象

か
ら
外
す
。
約
二
百
億
円
。

④
石
油
備
蓄

タ
ソ
ク
の
修
繕
引
当
金
を
認
め
る
。
約
百
億
円
。

⑤

ガ
ソ
リ
ン
ス
タ
ソ
ド

の
設
備
の
耐
用
年
数
短
縮
。
約
五
十
億
円
。

⑥
ガ

ソ
リ
ソ
ス
タ
ソ
ド
な
ど
流
通
業
界
活
性
化

の
た
め
の
基
金
創
設
な
ど
。
約
百
五
十
億
円
。
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